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ライフサイエンス分野――――――――――――――――――――――――― 7

膀相同組換えによるイネの遺伝子ターゲティングに初めて成功
岡崎国立共同研究機構・基礎生物学研究所の飯田滋教授らは、イネの相同組換え体の選

抜効率を従来法に比べて10倍向上させることにより、相同組換えによるイネの特定の遺

伝子の操作（遺伝子ターゲティング）を実用的に利用可能な技術とし、イネの特定の遺伝子

をノックアウトすることに成功した。今後、遺伝子ターゲティングによりイネ等の各種遺伝

子の機能が解明されるとともに、狙った遺伝子以外の領域に影響を及ぼさないこの方法が

消費者の組換え作物に対する不安の緩和につながる可能性があるものとして期待される。

膂福山型筋ジストロフィーの原因が糖転移酵素の変異である可能性が示された
米国のCampbellら、および、わが国の戸田、遠藤らの解析により、日本人に特有な福山

型筋ジストロフィーや類縁のMuscle-Eye-Brain病などの病因が、糖転移酵素の変異である

ことが強く示唆された。福山型筋ジストロフィーの原因とされるタンパク質（フクチン）

もこの糖転移酵素と相同性を有し、その原因も同一であろうと推測される。α‐ジストロ

グリカノパチーと総称されるこれらの疾患の原因が、構造タンパク質ではなく酵素の変異

であることから、遺伝子治療の対象となる可能性も高く、さらなる研究の進展が期待される。

情報通信分野 ――――――――――――――――――――――――――――― 8

膀シリコンLSIの10倍の記憶密度に相当する分子メモリＩＣ試作に成功
米国のHP（Hewlett-Packard）社のHP研究所のグループは、データ記憶密度約

10Gbit/cm2に相当し、現在のシリコンベースのメモリに対して10倍以上の密度となる不

揮発性分子メモリＩＣの試作に成功した。直交する上下の配線の交差点に約1,000個の分

子が挟まれて分子スイッチを形成し、データは電圧パルスによる分子スイッチの電気抵抗

の変化として記録される。同じ分子スイッチを使って簡単な論理回路も同時に形成してい

る。また、「スタンプ」を使って微細回路を刻印する、「Nano-imprint lithography」とい

う新技術を配線形成に採用している。今回の技術は、次世代不揮発性メモリの新しい候補

として、また、実際に機能を発現した初めての分子デバイスとして注目される。さらに、

問題が多くて実用化が困難だった印刷的手法による微細回路形成技術が、実際のLSI回路

が形成できるほどのレベルに達しているのか興味が持たれる。

科学技術トピックス

特別記事 2002年ノーベル賞
自然科学3部門の受賞者が決まる

―― 5

10月7日から9日にかけて、2002年のノーベル賞自然科学3部門（物理学、化学、生理

学・医学）の受賞者がスウェーデン王立科学アカデミーなどから発表され、物理学賞を小

柴昌俊博士（東大名誉教授）が、化学賞を田中耕一氏（島津製作所）が受賞された。化学

賞については、わが国から3年連続で受賞者を輩出したことになり、また、同時に２部門

の受賞は初めてである。
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環境分野 ――――――――――――――――――――――――――――――― 9

膀ダイオキシン類を現場で迅速に測定できる技術が開発される
財団法人電力中央研究所と京都電子工業株式会社は、廃棄物焼却施設からの排出割合が

高いとされるダイオキシン類（PCDDs、PCDFs）を簡易・高感度かつ迅速に検出できる

携帯測定器を開発したと発表した。開発した測定器は、約25cm角の携帯型で、抗原抗体

反応を利用して排出基準値相当の低濃度ダイオキシン類を数分間で測定できる。現状では、

測定できる抗体が毒性等量の高いダイオキシン類のみに限られているため、今後は、残り

のダイオキシン類を測定することができる抗体の開発等が望まれる。

ナノテク・材料分野―――――――――――――――――――――――――― 9

膀ナノ組織制御により、永久磁石の10倍以上も強力な
酸化物超電導バルク磁石を開発
譛国際超電導産業技術研究センターの超電導工学研究所は岩手県工業技術センターと共

同で、通常の永久磁石より10倍以上も強力な磁力を液体窒素温度で発生させることがで

きる酸化物超電導バルク磁石を試作することに成功した。材料の酸化物は結晶構造の軸が

揃ったまま大型のバルク材料になっており、さらに数ナノメートルの粒子状の非超電導体

相が縞状に配列している。この微細構造は、酸素制御溶融成長法という独自の方法で作製

されたものである。

エネルギー分野 ――――――――――――――――――――――――――― 10

膀米国での環境規制強化に対応できる
石炭・廃棄物ガス化技術の開発動向が報告される
米国ペンシルバニア州ピッツバーグ市で第19回 Annual International Pittsburgh Coal

Conference が開催され、2018年までに石炭火力から排出される硫黄酸化物、窒素酸化物、

水銀を約70％削減することを狙ったClear Skies Act of 2002という法律案の審議状況、米

国エネルギー省が重点的に取り組んでいる石炭ガス化複合発電の開発状況、環境保護庁が

検討している廃棄物に含まれる化学物質について環境中への排出量を半減させるための法

令改正の検討、などが報告された。これらの取り組みは、米国における今後の環境規制強

化の動きと、それに対応できる石炭や廃棄物のガス化技術への期待を示すものである。

製造技術分野 ―――――――――――――――――――――――――――― 11

膀従来の300倍の急速水冷により、種々のアモルファス材料製造が可能となる
譛電力中央研究所は、溶融金属液滴を従来の300倍の冷却速度で一気に水冷する製造技

術を開発した。この超急冷技術により、これまでは添加物無しでは結晶化してしまった純

鉄もアモルファス（非晶質）化することが可能になる。さらに、これまでアモルファス化

が難しかった種々の金属のアモルファス材料も製造できるようになると期待される。

社会基盤分野 ―――――――――――――――――――――――――――― 11

膀各国で取り組みが進む磁気浮上式鉄道
―MAGLEV2002（磁気浮上式鉄道国際会議）より―
2002年9月、磁気浮上式鉄道の研究開発等に関する国際会議MAGLEV2002が開催され

た。会議では、ドイツのトランスラピッド（常電導磁気浮上式）が現在、上海で建設中の

プロジェクトに続き、ミュンヘンでの建設計画を発表し、実用化の進んでいることを示し

た。また、わが国からは、2005年に開業が予定されるHSST（常電導磁気浮上式）の現状

や、JRマグレブ（超電導磁気浮上式）の実用可能性評価を受けた検討結果などが報告さ

れ参加者の関心が集まった。さらに、スイスからは地下式真空チューブ内を走行させる磁

気浮上式鉄道についての基礎研究の報告などがあった。
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フロンティア分野 ―――――――――――――――――――――――――― 12

膀着々と進展する統合国際深海掘削計画（IODP）
深海底掘削による地球変動メカニズムの解明、未知の地下生命圏等の探索などを通じ、

新しい地球・生命科学の創成とその統合的な理解を目指した「統合国際深海掘削計画

（IODP）」が2003年10月に開始予定である。このほど、海洋科学技術センターはIODPの

中核となる地球深部探査船「ちきゅう」の運用を担う組織、「地球深部探査センター」を

発足させた（2002年10月1日）。今後、「ちきゅう」の運用に関する能力の拡大や、運用技

術のノウハウの蓄積及び関連技術の開発を目指した活動が予定されている。

特集―１ 生命科学の研究人材の育成 ―― 13
および教育の在り方

21世紀は「生命の世紀」と言われており、我が国においても第2期科学技術基本計画に

おける重点4分野の１つとしてライフサイエンス分野が位置づけられ、推進が図られてい

るところである。平成15年度科学技術関係予算におけるライフサイエンス分野の概算要

求額は2,091億円であり、対前年度28.0％増と一層の予算拡充がなされている。

その一方で、我が国の生命科学の研究人材は米国と比較して圧倒的に少ないというデー

タもあり、研究人材が不足している。したがって、生命科学において研究人材の育成は最

も重要な課題の一つであり、大学における生命科学教育・研究を充実させる必要がある。

生命科学は学際的・融合的になってきているほか、社会との関わりに関する領域などもで

てきており、系統的・総合的に生命科学を教育できるような大学院等を整備することやカ

リキュラムを充実させることなどが求められる。

また今後は、個人あるいは社会として生命倫理など生命科学に関する問題について、判

断や議論をする必要が生じてくることから、生命科学についての社会全体のリテラシー

（理解度）の向上が必要である。米国・英国では、国民の科学的リテラシー向上を目標の

一つとして科学教育の改革を進めてきている。我が国においても、長期的な視点から科学

的リテラシーを向上させるためには、教育における取組が求められる。

特に生命科学については、分子生物学の進展により、遺伝子を中心とする原理を理解す

れば、系統的に多様な生物現象や生物のしくみが分かるようになってきた。今後の生命科

学の展開は、この原理を軸に派生していくものである。したがって、このような生命科学

を教育の中でもきちんと位置づけ、発達段階に応じてその素養を培っていけるよう、理科

教育の再構築を検討していく必要があるだろう。

特集―２ 化石資源を用いない水素製造技術
―持続可能な水素エネルギーシステムへの鍵―

―― 21

今日、地球規模のエネルギー・環境問題の克服が求められている中、燃料電池をはじめ

とする水素エネルギー利用システムが大きな関心を集めている。

本稿では、持続可能な水素エネルギーシステム構築のキーテクノロジーとして、「化石

資源を用いない水素製造技術」に焦点を当て、３Ｅ問題の解決にとっての意義を検討する

とともに、主要技術の技術開発動向や課題について分析した。

燃料電池はエネルギー効率が高く、化石資源から水素を製造しても、特に燃料電池自動

車の場合、相当の化石資源節約効果や温室効果ガス排出削減効果が見込まれる。ただし、
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本稿で検討した範囲において、それらの効果は他の競合する技術－ハイブリッド車、都市

ガスコジェネレーションシステム等－の導入による効果に比べて、特に大きいというわけ

ではない。一方、化石資源を用いずに水素を製造した場合には、化石資源消費と温室効果

ガス排出は実質的にゼロとなる。

従って、エネルギー自給率が低いわが国にとって、化石資源を用いない水素製造技術の

意義は特に大きい。わが国はその研究開発に十分なウェイトを置き、長期的に取り組んで

いく必要がある。現在、水電解法を除き、まだ基礎研究、原理実証研究の段階にあり、当

面は、対象技術を広く設定し、個々の技術の普及・実用化の可能性を評価することが重要

である。

また、二次エネルギーである水素エネルギーを含めたエネルギーシステムのデザインに

は、エネルギー関連の技術や政策全般に通じる専門家の育成が不可欠である。エネルギー

分野の人材の流動化や学会間の交流促進等が望まれる。

再生可能エネルギーによる水素製造は、途上国において大きなポテンシャルを有する。

わが国としても、技術開発ならびに国際貢献の観点から、途上国での普及に向けた移転用

技術開発や現地共同プロジェクト推進等に積極的に取り組んでいくことは有益であろう。

エコマテリアルの動向
―地球環境問題への材料学のアプローチ―

―― 29

エコマテリアルは、「地球環境に調和し持続可能な人間社会を達成するための物質・材

料」と定義され、1991年世界に先駆けて日本が発したコンセプトである。ライフサイクル

における環境負荷のうち、どの部分に寄与しているかによって、有害物質フリー材料、高

物質効率材料、低環境負荷履歴材料、リサイクラブル材料のように４つの開発の方向性が

示され、さまざまな取り組みがなされている。

環境問題の基本に大量の物質消費・物質廃棄があることを考えると、今後のエコマテリ

アルの開発における最大のキーワードは「資源生産性の向上」である。発展途上国の爆発

的な物質需要、エネルギー需要の増大にも対応できるように、資源生産性を画期的に高め

る必要性がある。

エコマテリアルは生まれてから10年程度の若い材料分野であるが、振興調整費を中心

として継続的にエコマテリアルの研究が行われてきた結果、実用材料を設計するにあたっ

て、従来の高性能化、高機能化という材料特性の向上に加えて、環境調和性も考慮すべき

であるというコンセプトを材料研究者および技術者に普及させた点で、これまでの歩みに

は大きな意義がある。

エコマテリアルの分野で日本は、幸いにして世界をリードする状況にある。しかし、材

料技術の確立と実用化までには長時間を要するため、国家的な取り組みがさらに強化され

るべきである。エコマテリアルの研究領域が広範に渡り、また学際的であることを考える

と、ハブ機関を中心としてオールジャパンの連携による研究の推進が継続的に行われるこ

とが必要である。また、個々の材料の環境効率を個別に高めていくのみでは必ずしも全体

の環境効率が最適化されるとは限らないため、社会との接点を常に持ち続けることが重要

である。

特集― 3
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特別記事

1．自然科学3部門受賞者と受賞理由の概要

（１）物理学賞
Raymond Davis Jr.（米）：ペンシルヴァニア大学　名誉教授

小柴　昌俊（日） ：東京大学　名誉教授

Riccardo Giacconi（米）：アソシエイティッド・ユニヴァーシティズ社　ディレクター

受賞理由の概要

今年度の物理学賞は、宇宙から来るニュートリノやX線を観測し、太陽、銀河、超新星

など宇宙への理解を増進させた、宇宙物理学におけるパイオニア的貢献に対し贈られる。

Davis博士、小柴博士は、極めて検出が困難であった宇宙ニュートリノを、地下に設置

した巨大なタンクからなる装置を用いて捕獲することに成功し、ニュートリノ天文学とい

う新たな研究分野を開拓した。また、Giacconi博士は、太陽系外からのX線を、宇宙空間

に設置した装置を用いて検出することに成功し、X線天文学の基礎を築いた。

（２）化学賞
John B. Fenn（米） ：ヴァージニア・コモンウェルズ大学　教授

田中　耕一（日） ：島津製作所

Kurt Wüthrich（スイス）：スイス連邦工科大学　教授　米スクリプス研究所客員教授

受賞理由の概要

今年度の化学賞は、タンパク質など生体高分子の研究にとって不可欠な新たな分析装置

を考案した業績に対して贈られる。

Fenn博士、田中氏は、以前は小さな分子しか同定することができなかった質量分析に

おいて、生体高分子も分析可能とする新たな方法を開発した。Wüthrich博士は分子の立

体構造と動態に関する情報を得ることができるNMR（核磁気共鳴）をタンパク質分子に

も適用できるようにし、タンパク質の立体構造の解析に貢献した。

2002年のノーベル賞自然科学3部門（物理学、

化学、生理学・医学）の受賞者が決まった。10月7

日には、スウェーデン カロリンスカ研究所から生

理学･医学賞の受賞者が、同国王立科学アカデミー

からは、10月8日に物理学賞、9日に化学賞の受賞

者が各々発表され、物理学賞を小柴昌俊博士（東

大名誉教授）が、化学賞を田中耕一氏（島津製作

所）が受賞された。

わが国の研究者については、2000年の化学賞

白川英樹博士、2001年の化学賞　野依良治博士に

続き3年連続の受賞となり、しかも物理学、化学に

おいて同時の受賞となった。

以下に3部門の受賞者と受賞理由の概要と、小柴

博士、田中氏の略歴を紹介する。

特別記事

2002年ノーベル賞
自然科学3部門の受賞者が決まる
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（３）生理学・医学賞
Sydney Brenner（英） ：米国分子科学研究所　創設者

H. Robert Horvits（米）：マサチューセッツ工科大学　教授

John E. Sulston（英） ：サンガー・センター　元所長

受賞理由の概要

今年度の生理学・医学賞は、器官の形成とプログラム細胞死の遺伝的調節を解明した業

績に対して贈られる。

線虫を実験系として確立することにより、受精卵から成体までの細胞の分裂と分化を追

跡することを可能とし、器官形成やプログラム細胞死を理解する上で鍵となる遺伝子を同

定した。同様な遺伝子がヒトを含む高等生物にも存在することを示し、多くの疾患の理解

に新たな光をあてた。

2．小柴博士と田中氏の略歴

小柴昌俊 博士 昭和26. 03 東京大学　理学部物理学科卒業

同 33. 03 同　原子核研究所助教授（同38. 11まで）

同 38. 11 同　理学部助教授（同45. 2まで）

同 42. 06 理学博士

同 45. 03 東京大学理学部教授（同62. 3まで）

同 62. 03 東京大学名誉教授

同 62. 08 東海大学教授（平成9. 3まで）

田中　耕一 氏 昭和58. 03 東北大学　工学部電気工学科卒業

同 58. 04 島津製作所　技術研究本部　中央研究所

同 61. 05 同　計測事業本部　第二科学計測事業部　技術部　第一技術課

平成04. 01 英KRATOS GROUP PLC.に出向

同 04. 12 島津製作所　分析事業本部　第一分析事業部　技術部

同 09. 04 英Shimadzu Research Laboratory（Europe）LTD.に出向

同 11. 12 英KRATOS GROUP PLC.に出向

同 14. 05 島津製作所　分析計測事業部　ライフサイエンスビジネスユニ

ット　ライフサイエンス研究所
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科学技術
トピックス

膀相同組換えによるイネ
の遺伝子ターゲティン
グに初めて成功

岡崎国立共同研究機構・基礎生

物学研究所の飯田滋教授らが行な

った相同組換え①の改良法による

ノックアウトイネ②の作出の評価

が 、 9月 9日 の Nature science

update に紹介された。

それによれば、飯田教授らはイ

ネへの遺伝子導入方法と導入ベク

ターに工夫を凝らし、イネについ
ての相同組換え体の選抜効率を従
来法に比べて10倍向上させて実
用レベルに引き上げた。これによ
り、相同組換えによるイネの特定
の遺伝子の操作（遺伝子ターゲテ
ィング）を再現性のある実用的に
利用可能な技術とし、イネの特定
の遺伝子をノックアウトすること
に成功した。従来、相同組換え法
は酵母やマウスで用いられ、各種

遺伝子の機能の解明に役立ってき

た。しかしこの方法は、植物では

ヒメツリガネゴケ以外には利用す

ることができず、植物遺伝子の研

究には用いられてこなかった。

飯田教授らが確立した方法は、

イネに限らず、他の高等植物にも

応用可能であり、トウモロコシと

ワタの遺伝子研究の権威であるニ

ューヨークBrookhaven国立研究

所のBenjamin Burr博士も飯田教

授らの方法を高く評価している。

今後、遺伝子ターゲティングに
よりイネ等の各種遺伝子の機能が
解明されるとともに、狙った遺伝
子以外の領域に影響を及ぼさない
この方法が消費者の組換え作物に
対する不安の緩和につながる可能
性があるものとして期待される。

膂福山型筋ジストロフィ
ーの原因が糖転移酵素
の変異である可能性が
示された

遺伝子疾患として知られる先天

性筋ジストロフィーのうち、重症

で、世界的にも有名なデュシェン

ヌ型、あるいはより軽症のベッカ

ー型の原因は、ジストロフィンの

変異であることが分かっている。

これに対し、日本人に特有な福
山型筋ジストロフィーは、重症の

筋病変に加え、高度の脳奇形と眼
症状を併発する難病である。大阪
大学の戸田らの研究チームは、

1998年（当時東京大学）、福山型
筋ジストロフィーの原因遺伝子が
第９染色体に存在し、産物は461
アミノ酸からなるタンパク質であ
ることを同定しフクチン（fukutin）
と名付けたが、その機能は謎であ
った。
最近、米国のCampbellらは、

福山型筋ジストロフィーや類縁の

Muscle-Eye-Brain病を解析し、ジ

ストロフィンと筋基底膜をつなぐ

α‐ジストログリカンの糖鎖の異

常により筋基底膜との結合が弱い

ことが原因であることを示唆した

（Nature 418, 417-425（2002））。一

方、戸田、遠藤（現東京都老人総

合研究所）らはMuscle-Eye-Brain

病の遺伝子解析により、現実に糖

転移酵素に変異が起きていること

を見出している（Yoshida et al.

Dev. Cell, 1, 717-724（2001））。骨

ライフサイエンス分野

以下は科学技術専門家ネットワークにおける専門調査
員の投稿（10月号は2002年9月7日より2002年10月4
日まで）を中心に「科学技術トピックス」としてまとめ
たものです。センターにおいて、関連する複数の投稿を
まとめ、また必要な情報を付加する等独自に編集するた
め、原則として投稿者の氏名は掲載いたしません。ただ
し、投稿をそのまま掲載する場合は、投稿者のご了解を
得て、記名により掲載しています。

用 語 説 明
①相同組換え
良く似た配列をもつDNA同士の間で組換えが起こる現象。相同組換えは酵

母等では高率で起こるが、植物では相同組換えを利用することは困難といわれ

てきた。

②ノックアウトイネ
遺伝子組換え技術により、ある特定の遺伝子だけを破壊して、その機能を欠

損させたイネ。
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格筋細胞においては、筋線維のア

クチンと基底膜とは、ジストロフ

ィンやデスミンそしてジストロフ

ィン関連糖鎖タンパク質と呼ばれ

る一連のタンパク質群を介してつ

ながり、筋収縮に伴う機械的衝撃

が形質膜を壊さないように保護し

ている。その構成成分であるα‐

ジストログリカンの糖鎖は基底膜

の成分であるラミニンに直接結合

する。そのため、糖転移が正常に

行われないと膜が脆弱になり筋ジ

ストロフィーの症状が現われる。

また、フクチンは問題の糖転移酵
素と相同性を有し、福山型筋ジス
トロフィーの原因も同一であろう
と推測されている。
α‐ジストログリカノパチーと

総称されるこれらの疾患の原因
が、構造タンパク質の変異と異な
り、酵素の変異であることから遺
伝子治療の対象となる可能性も高
く、さらなる研究の進展が期待さ
れる。
（東京大学医科学研究所 片山栄作氏）

膀シリコンLSIの10倍の
記憶密度に相当する分
子メモリIC試作に成功

米国のHP（Hewlett-Packard）

社のＨＰ研究所・量子科学研究グ

ループフェローのR. S. Williamsら

の研究グループは、１μm2の面積
に64個の分子スイッチを配置し
た不揮発性データ記憶素子（分子
メモリ）の試作に成功した。分子
スイッチ１個当たりに１ビットの

データを記憶できるので、データ
記憶密度は約10 Gbit/cm2に相当
し、現在のシリコンベースのメモ
リに対して10倍以上の密度とな
る。同社の発表によれば、電気的
にアドレス可能な記憶素子の記憶

密度としては、これまでで最高の

値である。

試作した素子は３層の立体構造

になっている。まず、幅40 nmの

Pt（白金）配線を基板の「東西」

方向に８本配列に並べる。次に、

その上に電気的にスイッチ可能な

分子（スイッチング分子）の単分

子膜を積む。更にその上に、幅40

nmのPt配線を、今度は「南北」

方向に８本並べる。これにより、

上下８本ずつのPt配線が64カ所
で交差し、各交差点にスイッチン
グ分子が挟まれたサンドイッチ構
造となる。各交差点には、おおよ
そ1,000個の分子が挟まれて１ビ
ットのメモリーとなる。データは
各交差点に電圧パルスを与えて分
子スイッチの電気抵抗の変化とし
て書き込み、書き込み電圧より低
電圧においてこの電気抵抗を読
む。この抵抗変化は可逆（書き込
み・消去可能）で不揮発性（電源

を切ってもデータが消えない）で

ある。同じ分子スイッチを使って

簡単な論理回路も同時に形成して

いる。

この分子スイッチを構成する分

子の構造は明らかにされていない

が、従来の発表から見て、電流に

よって分子構造が可逆的に変化

し、それに伴って電気抵抗も変化

する有機分子ではないかと推測さ

れる。同社は分子スイッチ自体は

理論的には１分子でも機能するた

め、さらに微細化も可能であると

している。

また同社は、配線形成に
「Nano-imprint lithography」という
新技術を採用している。これは基
板上に形成したプラスチック薄膜
に「スタンプ」を押しつけること
で溝を形成し、この溝に金属（こ
こではPt）を充填する方法である。
この技術は従来のリソグラフィ技

術①に比べるとコスト、製造時間

とも大幅に削減可能だとしてい

る。なお、「スタンプ」はシリコ

ン基板を従来のリソグラフィ技術

で加工して造られる。一個のＩＣ

が1 mm角（中央１μm2の面積に

64個の分子スイッチを配置し、そ

の周囲に入出力用電極がある）、

一度に形成するＩＣが625（25×

25）個なので30 mm角前後のス

タンプを使用していると見られ

る。また溝に金属を充填する方法

は明らかにされていない。

紫外線や電子線を使う従来のリ
ソグラフィ技術では微細化に伴っ
てコストが高騰することから、
「スタンプ」を使って微細回路を
印刷・型抜きする製造方法が、コ

情報通信分野

用 語 説 明
①従来のリソグラフィ技術
加工する薄膜上に感光性樹脂の膜を形成し、これを光や電子線で回路パター

ンに感光し、現像して樹脂パターンを造り、これをマスクとして薄膜をエッチ

ングして回路パターンにする。LSIの微細化に伴い、使用する光は短波長にな

っており、次世代では極紫外線（EUV、波長15nm）や電子線が必要になると

言われている。これに伴い、露光装置のコストも高騰することが問題となって

いる。

②次世代不揮発性メモリ
次世代不揮発性メモリは、パソコンや携帯情報機器の高速化、低消費電力化、

立ち上げの高速化等の機能を実現するキー技術として注目されている。現在、

MRAM（磁気メモリ）、FeRAM（強磁性体メモリ）、OUM（結晶構造の変化

による抵抗変化を使うメモリ）など複数の技術が開発中である。
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スト低減の点で注目されつつあ
る。しかし、実際には温度や応力
によるスタンプ・基板の伸縮に起
因するパターンずれなど、未解決
の問題が多く、実用化はされてい
ない。今回の場合、試作品のため
回路パターンが単純なので、パタ

ーンずれの問題は無視できるが、

実際のLSI回路が形成できるほど

のレベルに達しているのか興味が

持たれる。

今回の技術は、次世代不揮発性
メモリ②の新しい候補として、ま
た、実際に機能を発現した初めて

の分子デバイスとして注目され
る。また、従来のシリコン技術の
微細化限界を突破する技術として

も期待できる。さらに新しい製造

技術の点でも注目される。より詳

細な発表が行われることを期待し

たい。

環境分野

膀ダイオキシン類を現場
で迅速に測定できる技
術が開発される

毒性が非常に強く、分解されに

くい物質として知られるダイオキ

シン類は、ポリ塩化ジベンゾ－パ

ラ－ジオキシ（PCDDs）、ポリ塩

化ジベンゾフラン（PCDFs）とコ

プラナ－ポリ塩化ビフェニル

（Co-PCBs）の総称である。

我が国は、ダイオキシン類対策

特別措置法により、焼却施設の構

造・維持管理・処理基準等の強化

を図ってきており、それらの施設

から環境中に放出されるダイオキ

シン類について、１年間に１回以

上（１試料について2回）公定法①

で測定することが定められてい

る。ダイオキシン類の測定は数日

から数週間の期間を要し、測定費

用も高額なことから、恒常的な測

定が難しい状況にある。また、政

府が2002年12月にダイオキシン

類対策特別措置法のさらなる規制

強化を予定していることから、高

精度かつ迅速にダイオキシン類を

測定できる技術の確立が重要とな

っている。

こうした状況の下、譛電力中央

研究所と京都電子工業㈱は、廃棄

物焼却施設からの排出割合が高い

とされるダイオキシン類（PCDDs、

PCDFs）を簡易・高感度かつ迅速

に検出できる携帯測定器を開発し

たと発表した。今回開発した測定
器は、約25cm角の携帯型装置な
がら、生体の機能である抗原抗体
反応を利用することにより、排出
基準値相当（10億分の1レベル）
の極めて低濃度のダイオキシン類
を数分間で測定できる。
現状では、測定できる抗体が

TEQの高いダイオキシン類②のみ

に限られているため、今後は、残

りのダイオキシン類を測定するこ

とができる抗体の開発等が望まれ

る。特に、本技術は、従来の測定
法で使われているガスクロマトグ
ラフ質量分析などの高度な技術が
不要であり、装置本体も従来の測
定法と比べ大幅に低コスト化出来
るとしている。また、迅速かつ現
場での測定が可能かつ、大幅な低

コスト化が可能であるといった効

果も期待される。本技術は、ダイ

オキシン類の恒常的な排出状態管

理といった、現在不可能な技術へ

の展開も考えられることから、今

後のさらなる技術開発の進展が期

待される。

用 語 説 明
①日本工業規格（JIS）等の公に認められた測定に関する規定。
②PCDDs の異性体2，3，7，8 - TCDD、およびPCDFsの異性体2，3，7，8 -
TeCDFと2，3，4，7，8 - PeCDF。
ダイオキシン類は、塩素のつく位置や数により多くの種類（異性体）がある

ため、毒性の最も強い2，3，7，8 -TCDDの毒性量に換算したTEQ（Toxicity

Equivalency Quantity：毒性等量）として表す。

ナノテク・材料分野

膀ナノ組織制御により、
永久磁石の10倍以上
も強力な酸化物超電導
バルク磁石を開発

通常の永久磁石材料では 1T

（テスラ）以上の強磁場を保持す

ることが難しいため、10 T以上の

強磁場は超電導磁石がなければ実

現できない。したがって、強磁場

が必要なNMR（核磁気共鳴）用

磁石などへの応用としては、液体

ヘリウム（4K：－269℃）で冷却

する金属系超電導材料が実用化さ

れている。一方、1986年に発見さ

れた酸化物高温超電導体は、液体

ヘリウム冷却よりはるかに容易な

液体窒素（77K：－196℃）によ

る冷却で超電導状態になる点に関

しては大きな話題を提供したが、

電流特性や磁場特性の点では従来

の金属系超電導材料に及ばなかっ

たため、強磁場応用の領域での実
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用化は遠いと考えられてきた。し

かし、その後15年間の研究によ

り次第に諸特性が向上してきてお

り、このたび、譛国際超電導産業
技術研究センターの超電導工学研
究所は岩手県工業技術センターと
共同で、永久磁石の10倍以上も
強力な磁力を発生させることがで
きる超電導材料の試作に成功した
と発表した。

超電導バルク材料は、強磁場発

生装置でいったん励磁すると、そ

の磁場を捕捉して、冷却する限り

いつまでも磁化を保つため、永久

磁石のように使用できる。今回試

作した酸化物超電導バルク磁石材

料は、77Kで14 Tまでの磁場を保

つことが可能であり、10 Tでは

20 kA/cm2以上の電流を流すこと

ができた。この磁場特性は、液体

窒素で使用できる超電導特性とし

ては現時点で世界最高の値であ

る。材料は希土類―Ba－Cu－O

系であり、結晶構造の軸が揃った
まま大型のバルク材料になってお
り、これが強い磁場を捕捉できる
理由である。また、この超電導体
相の結晶に、数ナノメートルの粒
子状の非超電導体相が縞状に配列
していることが大きな特徴であり、
これが磁力の向きを反転しにくく
させる働きをしており、永久磁石
のように使うことができる。この微

細構造は、酸素制御溶融成長法と

いう方法で作製される。出発原料

の希土類組成を精密に調整した粉

末を成型し、これを酸素濃度の低

い雰囲気中で溶融した後、徐々に

冷却することで結晶成長させた。

超電導工学研究所ではこの作製方

法に関する基本特許を有している。

従来からの金属系超電導材料を

用いた電磁石は、最近、液体ヘリ

ウム使用下で20 Tを実現したと

ころであるが、今回の成果により、

液体窒素使用下での高磁場応用も

実現に近づいたものと考えられ

る。なお、本研究は、超電導工学

研究所が新エネルギー産業総合開

発機構（NEDO）からの委託を受

けて実施したものである。

エネルギー分野

膀米国での環境規制強化
に対応できる石炭・廃
棄物ガス化技術の開発
動向が報告される

9月24日～26日、米国ペンシル

バニア州ピッツバーグ市で第19

回Annual International Pittsburgh

Coal Conference が開催され、米

国における今後の環境規制強化の

動きと、それに対応できる石炭や

廃棄物のガス化技術に関する報告

が行われた。

米国では現在、Clear Skies Act
of 2002という新たな法律が審議
中である。この法律が成立すれば、
2018年までに石炭火力から排出さ

れる硫黄酸化物を73％、窒素酸

化物を67％、水銀を69％それぞ

れ削減することが求められること

になり、それらの削減目標を目指

して、環境汚染物質の排出権取引

が導入されることになる。また、

米国では、経済性と国家安全保障
の両方の観点から、全発電量の半
分以上を占める石炭火力発電の縮
小は考えられていない。

二酸化炭素の排出削減技術の本
命は、石炭火力発電所から排出さ
れる二酸化炭素の回収と隔離であ
るとして、米国エネルギー省
（DOE）は重点的に回収・隔離技
術の開発に取り組んでいる。現在、
次世代の高効率石炭火力発電技術

として石炭ガス化複合発電

（IGCC）の開発に各国が取り組ん

でいるものの、現状では従来の微

粉炭ボイラーを用いた発電方式に

比べてコスト高になるため、なか

なか商用レベルでの普及が進んで

いない。しかし、石炭のガス化過

程で酸素を吹込む方式を採用して

いる IGCCでは二酸化炭素の分

離・回収が容易であること、生成

ガスの精製過程において生成ガス

を一旦常温まで冷却して活性炭に

通すことにより比較的容易に水銀

が除去できることなどの特長か

ら、IGCCは今後の環境規制に対

応できる技術であるとされ、早期

の商用化が期待されている。今後、

二酸化炭素を含めた環境汚染物質

の排出権取引が始まれば、IGCC

の経済性が高まることが予想される。

一方、米国環境保護庁（EPA）

は、2005年までに国の廃棄物リ
サイクル率を35％にまで引き上
げることにより、廃棄物に含まれ
る30種類の化学物質について環
境中への排出量を半減させるとい
う目標を打ち出している（www.epa.
gov/epaoswer/osw/conserve/を参
照）。その推進方策として、EPA

は、石油精製残渣を手始めに、ガ

ス化原料として利用できる広範な

廃棄物類を法令における廃棄物の

定義から除外することを検討して

いる。このような取り組みが進め

られているのも、環境負荷の低い

リサイクル技術として廃棄物等の

ガス化技術に大きな期待がかかっ

ているからに他ならない。

わが国でも大規模な国家プロジ

ェクトとしてIGCC開発が計画さ

れ、新エネルギー・産業技術総合

開発機構（NEDO）が廃棄物ガス

化発電技術の開発を行っている。

その技術開発の推進に当たって

は、高い発電効率ばかりを謳うの

でなく、低環境負荷の観点をガス化

技術の開発に盛り込む必要がある。
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膀従来の300倍の急速水
冷により、種々のアモ
ルファス材料製造が可
能となる

アモルファス（非晶質）の金属

材料は摩擦や腐食に強く、また優

れた磁気特性が得られるなどの特

徴があり、変圧器用鉄心材料、一

部のセンサや光学機器、スポーツ

用具などに応用されている。アモ

ルファスの線材や粒子は、溶融金

属を冷却水や板材に接触させて結

晶化しないように一気に冷却して

線材にする方法や、金属粉末の粉

砕と圧延を繰り返して混合する方

法で製造されてきた。しかし、バ

ルク材料としてアモルファス化で

きる金属の種類は限られており、

また、応用範囲の広い鉄などの金

属では添加物を入れないと結晶化

してしまうため任意に組成を制御

することができず、これらの制限

がアモルファス材料の応用範囲を

広げるうえでの障害となってきた。

譛電力中央研究所では、溶融金

属の液滴を水流の中に垂らして急

激に冷やす急冷手法を改良する研

究を進めている。高温の金属液滴

に触れた水は水蒸気の膜となって

溶融金属滴を包み込み、直後に水

蒸気膜が破れてごく小規模の水蒸

気爆発を起こす。このときに水流

が周囲から同時に金属液滴に接触

し、金属は一気に冷却される。従

来の水冷手法では50万℃／秒程

度の冷却速度が限界であったが、

今回、冷却水にポリエチレングリ
コールや塩化カルシウムなどを加
えて成分調整して水蒸気膜を作る
条件を整えることで、冷却速度を
従来の 300 倍に相当する 1 . 5
億℃／秒にまで向上させることに
成功した。この超急冷技術を用い
ると、添加物無しでも鉄のアモル

ファス材料が製造でき、また、こ

れまでアモルファス化が難しかっ

たホウ素などのアモルファス材料

が製造できる可能性もある。アモ

ルファス材料の応用範囲を広げる

製造技術として期待される。

膀各国で取り組みが進む
磁気浮上式鉄道
―MAGLEV2002（磁気浮
上式鉄道国際会議）より―

2002年9月3～6日、スイスの

ローザンヌにおいてMAGLEV

2002（磁気浮上式鉄道国際会議）

が開催され、世界各国における磁

気浮上式鉄道の研究開発等の状況

が示された。

同会議は、2～3年毎に開催さ

れ今回で17回目となる。地元ス

イスを始めドイツ、フランス、英、

米、カナダ、日本（30名程度）な

ど約20か国、300名程度の研究者

等が参加した。また今回、中国か

らは15名が参加しており関心の

高さが伺える（次回2004年の開

催地は上海に決定した）。

会議では、ドイツから、常電導

磁石で浮上しリニア同期モータで

推進するシステムであるトランス

ラピッド（常電導磁気浮上式　最

高速度400km/h程度）について報

告があった。現在、建設中の上海

空港―市内アクセス交通機関

（2003年開業予定）に続き、ミュ

ンヘン空港―市内アクセス交通機

関の建設予定についても発表さ

れ、実用に向け活発な活動が続け

られていることが示された。この

システムは当初、ドイツ国内での

実用化が計画されていたが、積極

的な海外進出策が功を奏し、発展

著しい中国が導入を決定したもの

である。ただし、トランスラピッ

ド技術のどの部分までを中国に移

転するのかは不明である。

一方、スイスからは、地下式真

空チューブ内に磁気浮上式鉄道を

走行させるスイス・メトロプロジ

ェクトの報告があった。これは、

チューブ内を減圧して走行抵抗を

極端に減少させ、磁気浮上で400

～500km/h走行の実現を目指して

おり、現在、ローザンヌ国立工科

大学を中心に基礎研究が進められ

ている。今回、基礎的な技術検討

結果や経済性評価が示され、今後

の技術開発への期待が現れてい

た。実現すれば、スイス国内は１

時間以内で横断できることになる

が、今後の進展は、スイス連邦国

家の予算次第である。

わが国からは、HSST（常電導

磁気浮上式　最高速度100km/h程

度）、JRマグレブ（超伝導磁気浮

上式　最高速度500km/h）等につ

いて報告があった。

HSSTは2005年開業へ向け愛知

県・東部丘陵線で進められている

プロジェクトである。ドイツから

このプロジェクト以外について質

問があり、米国での展開について

回答された。また、超電導磁石で

浮上しリニア同期モータで推進す

るシステムであるJRマグレブに

製造技術分野

社会基盤分野
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ついては、国内での実用可能性の

評価を受け、今後の改良に関する

発表がなされた。空力性能改善の

ための先頭形状の改良、超電導磁

石を搭載している台車の改良、車

体構造の改良等の説明に関心が集

まった。さらに、都市内交通用の

浮上式鉄道として日本OTIS社の

空気浮上式システムが紹介され、

米国等からは案内制御に関する質

問等があり、またリニアモータと

の組み合わせについて議論された。

（（独）交通安全環境研究所　水間

毅氏）

膀着々と進展する
統合国際深海掘削計画
（IODP）

2003年10月から、日米が主導

する「統合国際深海掘削計画

（IODP）」が開始される予定であ

る。本プロジェクトは、わが国が

提唱した掘削船の開発と、それを

用いた国際共同研究計画「深海地

球ドリリング計画（OD21）」及び

これまで米国主導で開始された深

海掘削計画（ODP）とを統合した

新しい国際共同研究である。今後、

2005年完成予定の深海掘削船「ち

きゅう」と米国の深海掘削船を運

用して、水深2,500ｍ（最終的に

は4,000m）の深海底を掘削するこ

とにより、気候変動や地震などの

地球変動メカニズムの解明、未知

の地下生命圏やガス・ハイドレー

トの探索などを行い、新しい地

球・生命科学の創成とその統合的

な理解を目指している。

IODPの推進母体としては、我

が国、米国、および独、英、仏を

始めとする欧州各国、カナダ、中

国等が連合体を構成して参加する

案が検討されているが、最も注目

すべきことは、その計画の実質的

な運営本部がわが国に設置されよ

うとしていることである。我が国

には、技術や資金面のみならず人

的な面でのリーダーシップも期待

されている。

去る2002年10月1日、こうした

IODPを具体化すべく海洋科学技

術センターが「地球深部探査セン

ター」を発足させた。このセンタ

ーはIODPの中核となる地球深部

探査船「ちきゅう」の運用を担当

する組織であり、今後、「ちきゅ

う」の安全かつ効率的な運用を通

じたIODPの科学目的の達成と、

運航、掘削、科学サービスに関す

るマネージメント能力の拡大、運

用技術に係るノウハウの蓄積及び

関連技術の開発を目指した活動を

本格化する予定であり、IODPに

おいて重要な役割を担う組織となる。

なお、科学技術動向 No . 1 1

（2002年2月）のトピックスでは

『深海掘削船「ちきゅう」進水』

を掲載しており、同船について解

説している。

フロンティア分野
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特集1

特集膀

生命科学の研究人材の育成
および教育の在り方

ライフサイエンス・医療ユニット　庄司真理子*、茂木　伸一

21世紀は「生命の世紀」と言わ
れるように、現在、生命科学（ラ
イフサイエンス）は国内外問わず
最も注目され、急速に発展してい
る分野である。
ライフサイエンスは、「生物が

営む生命現象の複雑かつ精緻なメ

カニズムの解明とともに、その成

果を医療、環境、食料生産、産業

等の種々の分野に応用するための

総合的科学技術であり、国民生活

の向上及び国民経済の発展に大き

く寄与するのもの（平成14年度

版科学技術白書）」である。

我が国の科学技術政策において

は、第 2 期科学技術基本計画

（2001年3月30日閣議決定）にお

いて重点4分野の１つとしてライ

フサイエンス分野が位置づけら

れ、推進が図られているところで

ある。2001年9月には、総合科学

技術会議によって、2001年度～

2005年度に我が国が推進すべきラ

イフサイエンス分野の重点領域お

よび研究開発目標が明確にされた。

2003年度科学技術関係予算にお

いて1）、ライフサイエンス分野の

概算要求額は、2,091億円（対前

年度28.0％増）であり、情報通信

分野の 1 , 2 8 8 億円（対前年度

11.5％増）、環境分野の640億円

（対前年度26.2％増）、ナノテクノ

ロジー・材料分野の231億円（対

前年度100.9％増）と比較しても

大きな金額を占めている。

このように、予算の拡充がなさ

れる一方で、ライフサイエンス分
野の研究人材の不足も指摘されて
いる。生命科学の研究人材の現状

について、図表1には、我が国と

米国における生物学および物理学

の学位取得者数を示す。この数値

1．生命科学における科学技術政策

*

（日本のデータは学校基本調査報告書より、「理学」のうち「物理学」と「生物」から抽出。
米国のデータは、NSFの Science and Engineering Degrees： 1966-2000より、「Physics」と
「Biological Sciences」から抽出。）

図表1 日本と米国の大学における生物学・物理学の学位取得者数
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は、我が国の場合、「理学」の

「生物学」のみを抽出しており、

生命科学に関連する農学、薬学、

医学等は入れていないため、必ず

しもこの人数が両国の生命科学の

研究人材を表すわけではないが、

2000年において、我が国の学士数
は米国の約1/37、修士数は約1/8、
博士数は約1/21と、かなりの格差
が生じている。
一方、物理学の学位取得者数を

見ると、米国ではここ数年減少傾

向にあることから、2000年におい

ては日米の数値に大きな差はなく

なっている。

また、最近のライフサイエンス

分野の課題について、第2期科学

技術基本計画では以下のように述

べられている。

蘆ライフサイエンス分野の推進

にあたっては、国は、国民の
理解の増進を推進すること。
蘆科学技術の進歩が、人間や社

会に大きな影響を及ぼす場合

が多くなっており、生命倫理

に代表されるように、科学技

術の発展がもたらす倫理的問
題が重要となっていること。
蘆臨床試験や臓器移植・再生医

療のように一般の人々にとっ

ても重大な関心をもつものが

拡大しており、生命倫理は国
民全体の問題として議論され
なければならないこと。

蘆生命科学、情報科学など科学

技術が一層発展し、社会と個

人に大きな影響を及ぼすこと

が予想されるので、社会的コ
ンセンサスの形成に努めるこ
とや倫理面でのルール作りを
行うことが不可欠であること。

また、分野別推進戦略において

は、以下のような記述がなされて

いる。

蘆生命倫理の観点からもライフ

サイエンス分野の先進的研究

を推進する上で、国民の大多
数の人の理解を得るための積
極的な情報開示、教育、広報
活動及び意見交換を強化する
ことが必要であること。
蘆ライフサイエンスの新たな展

開を支える融合領域の人材を

養成、確保するためには大学

やその他の研究機関におい

て、教育・研究の拠点や組織
を柔軟に整備することにより
人材を育成することや、高校
の理科教育の振興のための施
策の充実を図っていく必要が
あること。

生命科学に関する科学的リテラ

シー（理解度）については、例えば、

「科学技術に関する意識調査　―

2001年2～3月調査―」（科学技術

政策研究所 NISTEP REPORT

No.72）の中に、科学技術関連用語

の理解度に関する調査結果がある。

「DNA」という言葉の理解に

ついて、「よくわかる」または

「だいたいわかる」と回答した人

は全体の74％であり、1991年11

月調査までの約2割程度、1995年

2月調査の45％を大きく上回っ

た。しかし、「よくわかる」また

は「だいたいわかる」と回答した

人の中で、実際に「DNAが人体

で見つかる場所」を問う選択式の

設問に正解できたのは、全体の

28％であった。本報告書では、

「科学技術に関する用語の理解度

は、マスメディア等によって取り

上げられる頻度と密接に関連して

いると思われる。」と述べている。

以上の視点から、本稿では以下

の2点について述べる。

①今後のライフサイエンスの発
展のためには、予算拡充に加
えて、生命科学における研究
人材の育成をより推進してい
く必要がある。そのための大
学における教育システムにつ
いて検討する必要がある。
②21世紀は「生命の世紀」であ
り、長期的な視点から、生命
科学に対する社会全体のリテ
ラシー向上の施策が必要であ
る。そのために教育が果たす
役割を検討する必要がある。

研究人材の育成について最も重

要な役割を担うのが大学である。

今後のライフサイエンス分野を担

う人材を育成し、その裾野を広げ

ていくためには、生命科学を推進

するための教育システムが求めら

れる。

近年のライフサイエンス分野
は、ゲノムや遺伝子といった分子
生物学を基礎とした研究開発を主

流に急速に発展しており、内容も
学際的・融合的になってきている
ほか、社会との関わりに関する領
域などもでてきている。
しかし、「大学等におけるバイ

オサイエンス研究の推進について

（建議）」（2000年2月学術審議会

答申）でも指摘されているとおり、

生命科学の革新的で学際的な急展
開の一方で、現在これを担ってい

る医学、薬学、理学、農学等の学
部及び大学院などの教育・研究体
制は、現実の研究の進展に対応し
きれていない状況にある。そのた
め、生命科学を系統的に教育でき
るような、生命科学系の学科や研
究科などを、既存の組織の再編成
なども含め整備すべきとの提言が
なされている。

これには、例えば、20世紀の半

2．大学における生命科学の研究人材の育成
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ばに誕生した分子生物学が盛んに

研究され始めた当時、我が国の大

学では必ずしも理学部がその研

究・教育の場とはならず、医学部

や農学部などで、それぞれの応用

研究に向けた手法の一つとして取

り入れられたといった背景があ

る。それは、理学部の中で分子生

物学のような新しい学問が生まれ

てきた時に、その器となる場をつ

くる柔軟なしくみがなかったため

である。

このような問題意識より、既存

の理学、農学、薬学、医学などの生

命科学を中心とする分野を統合し

た大学院研究科が国立大学でもい

くつかつくられてきている（図表2）。

さらに、京都大学大学院生命科

学研究科長の柳田充弘教授は、

「優れた生命科学者の育成には、
大学院だけでなく、生命科学部の
設置が必要である。生命科学研究
科では、理学部、農学部、薬学部、

医学部、工学部といった多様な学

部卒業者を受け入れているが、そ

のことによる大学院教育の混乱も

ある。優れた生命科学者を輩出し

ていくためには、学部から生命科

学教育を実施することが必要であ

る。」と述べている。今後とも、

総合的な生命科学を教育・研究で
きる大学院等の整備について検討
していく必要がある。
また、先にも述べたように、今
後の生命科学は社会との関わりに
関する領域が重要になってくるこ
とから、大学での一般教養として、
それに関連した授業科目の設置な
ど、カリキュラムの充実等も求め
られる。例えば米国では、近年、
マサチューセッツ工科大学（MIT）

が生命科学をすべての学生に必修

とした。このことは、画期的なこ

ととして米国でも大きな話題とな

った。

生命科学は今後ますます社会コ

ミュニケーションの必要性が高ま

る。したがって、生命科学に関す

る社会全体のリテラシーを向上さ

せるための取り組みが必要であ

る。長期的な観点から、科学的リ
テラシーの向上を目指すためにも
っとも重要な役割を果たすのが教
育である。
生命科学は、分子生物学の進展
により、遺伝子を中心とする原理
を理解すれば、系統的に多様な生
物現象や生物のしくみが分かるよ
うになってきた。今後の生命科学
の展開は、この原理を軸に派生し
ていくものであることから、生命
科学の教育においても、発達段階
に応じてその素養を培っていくこ
とが重要である。

ここでは、近年、米国および英国

で行われた科学教育改革について

紹介するとともに、その中におけ

る生命科学の位置づけを紹介する。

蘆米国 2，3）

米国では、1980年代より、全米

科学教育連合学会（NSTA）の主

導のもとに引きおこされた「科学

教育の危機」の一大キャンペーン

をはじめ、学会、全米科学振興協

会（AAAS）などの組織、州、地

域など個別の活動により、科学教

育に対する改革が活発となった。

1991年、NSTAは全米研究協議会

（NRC）に対し、全米科学教育ス

タンダード（ National Science

Education Standards）の開発の調

整をするよう依頼し、その開発の

予算が連邦教育局および全米科学

財団（NSF）から出された。この

開発には、NSTAやAAASをは

じめとする多くの科学教育関連学

会や行政組織が参加し、1995年12

月に発表された。

全米科学教育スタンダードは、
21世紀に全ての米国国民が科学的
リテラシーを有することが現実と
なるための科学教育の理想・到達
点が描きだされたものであり、い
わゆる“基準”ではない。ここで

は、科学的リテラシーを、「個人

的な意志決定、または市民的およ

び文化的な活動への参加、そして

経済生産力の向上のために必要に

なった、科学的な概念およびプロ

セスについての知識および理解の

こと」と定義している。

全米科学教育スタンダードは、

京都大学大学院生命科学研究科 東北大学大学院生命科学研究科 大阪大学大学院生命機能研究科

設　　立 1999年4月 2001年4月 2002年4月

講座構成 2専攻13講座 3専攻12講座 1専攻7講座

理学、農学、医学、薬学等の研究グル 理学、医学、歯学、薬学、農学、工学 医学、工学、理学等の生命科学関連分
ープを集結。新しい生命科学を駆使し、 などの生命科学分野にかかわる分野を 野を集結。サブナノスケールから細胞
地球環境保全と人類の福祉と幸福を目 統合。高次生命システムの解析と維持 レベルまでのさまざまな生命素子が、

特　　徴 指す人材、生物が示す多彩な生命現象 ・保全を目標に、分子レベルから個体 動的な過程のもとで統合されて生命体
を高次機能として捉え、その高次機能 間レベルまで極めて広い範囲の教育研 を形成し生命機能を生み出していく普
を追究する人材を養成。 究を実施。 遍的な機構と原理を明らかにする研究

・教育を実施。

（各大学のHPより科学技術動向研究センターにて作成）

図表2 我が国の国立大学において設立された生命科学研究科

3．生命科学に関する科学的リテラシーと教育
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学年 内容スタンダード 内容スタンダードへの指針の概要

生物の特徴 生物が基本的に必要とするもの。
植物あるいは動物の様々な機能に対応する体の構造。
生物の行動にある内部信号と外部信号。

生物のライフサイクル 植物や動物の持つ、誕生、成長、生殖、死というライフサイクル。
植物や動物はそれらの親とかなりよく似ている。
生物の多くの特徴は、親からの遺伝と環境との相互依存の結果生じたもの。

生物と環境 すべての動物は植物に依存している。
生物の行動パターンは環境の特徴と関連している。
すべての生物は生活している環境によって変異を起こす。
人間は、自然のままの環境と造られた環境に依存している。

生命システムにおける 生物は、生命の基本的な単位である細胞から成り立っている。
構造と機能 細胞は、多くの機能を有し、成長と分裂によって、より多くの細胞を生み出す。

分化した細胞の集まりは、組織を形成し、組織は器官を形成するために配置される。
人間には消化、呼吸、生殖、血液循環、排出、運動などのシステムが備わっており、相互に影響
しあう。

生殖と遺伝 生殖はすべての生命システムの特徴であり、種の保存のために必須のもの。
多くの種では、卵（雌）と精子（雄）が受精し、新しい個体に発生し始める。新しい個体は遺伝
情報をその母親と父親から受け取る。
遺伝情報は、遺伝子に含まれ、人間の一つの細胞には何万、何十万もの異なった遺伝子が含まれ
ている。

調節と行動 生物の内部環境の調節には、内部環境を感じとり、生理的活動を変えることが仕組まれている。
行動的反応には、細胞、器官システム、生物全体を含んだ多くのレベルにおける調節と伝達が必要。
生物の行動は環境に適応することを通して進化する。

個体群と生態系 同時に生活しているすべての個体群と、それらが相互作用する物理的要因によって生態系は構成
されている。
食物網は、生態系における生産者、消費者、分解者の間の関係を定めたもの。
生態系によって支えることができる生物の数は、光と水の量、温度の幅、土の質などの利用可能
な原料と非生物的な要因によって決まる。

生物の多様性と適応 数百万種もの動物や植物、そして微生物が今日生きているが、生物間の統一性がある。
生物進化によって、多くの世代を通して徐々に進行した種の多様性が説明できる。
種の絶滅は、環境が変化したり種の適応的特徴が生存していくために不十分であるときに起きる。

細胞 各細胞はそれらの細胞の機能に応じた構造を持つ。
多くの細胞機能は化学反応を伴う。
DNAに蓄えられた遺伝情報は、細胞が必要とする数千のタンパク質の合成に直接使われる。

遺伝の分子的基礎 すべての生物において、生物の特徴を規定するための指令は、四種類のサブユニット（A，G，
C，T）から成るDNAが伝える。
人間のほとんどの細胞には、22対の異なる染色体と、性を決定する1対の染色体がある。
DNAの中の変化（突然変異）は、低い割合で自然に起きる。

生物進化 種は時を越えて進化している。
生物の多様性は、生活様式でそれぞれ有効な生態的地位を得た35億年以上の進化の結果である。
今日地球上に生存している数百万種の動物、植物、微生物は、共通の祖先でつながっている。

生物間の相互依存 地球上の原子と分子は、生物圏の生物と非生物を構成する物質の間を循環する。
エネルギーは、光合成をする生物から草食動物、肉食動物、分解者へと生態系の中を一方向に流
れる。
人類は世界の生態系の中で生存している。人間は徐々に、人口の増加や技術、消費の結果として
生態系を変えている。

生命システムにおける 食物の分子の化学結合にはエネルギーが含まれている。
物質、エネルギー、組織化 生態系における生物体の個体群の分布と数度（abundance）は、物質とエネルギーの利用可能性

と物質を循環処理する生態系の能力によって制限される。
物質とエネルギーは、細胞、器官、生物体、群集といった生物システムの組織化の様々なレベル
を通して流れており、生命システムと物理環境の間では、化学元素は異なった様式で組み変わっ
ている。

生物の行動 多細胞の動物は行動を産み出す神経系を持っている。
生物体には内部の変化と外部の刺激に対して行動的反応がある。
行動生物学は、心理学、社会学、人類学と関連づけを与えるものとして、人間と密接な関係を持
っている。

（文献2）より一部を抜粋）

図表3 米国の全米科学教育スタンダードにおける生命科学スタンダード

第
９
│
12
学
年

第
５
│
８
学
年

幼
稚
園
│
第
４
学
年
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以下の6つのスタンダードより構

成されている。

盧科学教授（Science teaching）

スタンダード

すべての学年の科学教師が知

っていなければならない事柄

や、できるべきこと。

盪科学教師のための専門性向上

（Professional development）ス

タンダード

科学教師に必要とされる専門

的知識および能力を向上させ

るための事柄。

蘯科学教育におけるアセスメン

ト（Assessment）スタンダード

アセスメント（科学教育シス

テムにおける主要なフィード

バック機能）を行う際、その

質を判断するための事柄。

盻科学の内容（Science content）

スタンダード

幼稚園から高等学校卒業まで

の間に児童・生徒が自然科学

に関して知っているべき、理

解すべき、行えるべき内容の

概説。

眈科学教育プログラム

（Science education programs）

スタンダード

質の高い学校科学プログラム

に必要な条件。

眇科学教育システム（Science

education system）スタンダード

科学教育システム全体の達成

度を判定するための事柄。

このうち、盻科学の内容（Sci-
ence content）スタンダードは、
州や地方がそれぞれのカリキュラ
ムを作成するための様々な強調点
や観点について記述されたもので
ある。内容スタンダードは、以下
の8つのカテゴリーに分けられ

る。①の「科学における統合概念

とプロセス」については、幼稚園

～第12学年（6～18歳）までにつ

いて示されており、他の7つのカ

テゴリーは、幼稚園～第4学年、

第5～8学年、第9～12学年ごと

に分けられている。

①科学における統合概念とプロ

セス（Unifying concepts and

processes in science）

②探究としての科学（Science

as inquiry）

③物理科学（Physical science）

④生命科学（Life science）

⑤宇宙および地球科学（Earth

and space science）

⑥科学と技術（ Science and

technology）

⑦個人的、社会的観点から見た

科 学 （ Science in personal

and social perspectives）

⑧科学の歴史と本質（History

and nature of science）

この中で生命科学は、カテゴリ

ーの1つとして挙げられている。

生命科学における内容スタンダー

ドとその指針について、その一部

を図表3に示す。例えば、幼稚園

～第4学年の「生物のライフサイ

クル」において遺伝の概念が取り

入れられていることや、第5～8

学年の「生命システムにおける構

造と機能」というタイトルに見ら

れるように、生命をシステムとし

て捉えていることなど、現在の生

命科学の展開に沿った形の傾向が

読み取れる。

また、今後の生命科学に必要不

可欠な視点である、科学と社会と

の関わりについては、「⑦個人的、

社会的観点から見た科学」などで

取り扱われている。

蘆英国 4，5)

英国（イングランド、ウェール

ズ）では、1970年代より、児童・

生徒の基礎学力の低下や地域・学

校間格差などが大きな問題とな

り、改善のための論議が活発とな

った。カリキュラムに関しては、

全国基準の設定が論点となり、中

央政府機関によって数多くの政策

声明が公表されるようになった。

そして、1988年の教育改革法
（Education Reform Act）をもとに、
公立（営）学校を対象とした共通
カリキュラムであるNational Cur-
riculum（NC）が1989年度に導入
された。それ以降、NCは1991年、
1995年と改訂され、現在は2000

年9月から新しい改訂版が施行さ

れている。

同法において、科学（理科）は
基礎教科（ foundation subjects）
の中でも英語（国語）、数学とと
もに必修であるコア教科（core
subjects）として位置づけられた。
この背景には、すべての子ども達
が科学を学習することにより、国
民に共通の科学的リテラシーの向
上を図るとともに、急速に変化す
る科学技術社会への準備教育を施
すという社会的要請に対応する一
方で、科学技術を背景とした国際
競争に勝つための人的資源を効率
的に生産するという意図があった
と考えられている。

NCは省令で示され、学習目標

や内容が提示されている。しかし、

NCに準拠した全国テスト（外部

評価）と教師による評価（内部評

価）によって児童生徒が評価され

ること、公立（営）学校が対象で

あり、必ずしもすべての学校を対

象としているわけではないこと、

学校全体のカリキュラムではない

ことなど、我が国の学習指導要領

とは質的に異なるところがある。

NCでは、初等教育と中等教育

の連続性や一貫性から、義務教育

段階がKey Stage 1（5～ 7歳）、

Key Stage 2（ 7～ 11歳）、Key

Stage 3（11～14歳）、Key Stage

4（14～16歳）という4つの段階

に区分されている。

NCは各教科の到達目標や学習

プログラム等から構成されてい

る。科学に関する学習プログラム
は、主としてスキル（技能・能力）

や態度に関係する「科学的探究
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（scientic enquiry）」と、主として

知識・理解に関係する「ライフプ

ロセスと生物（life processes and

living things）」、「物質とその特性

（materials and their properties）」、

「フィジカルプロセス（physical

processes）」が設定されている。

またNCでは、生命科学のような

自然科学の領域に加えて、「科学の

本質（nature of science）が扱われ

ていることや、「日常生活の文脈

における科学（ science in an

everyday context）」という考えに

基づいて、科学を社会や日常生活

との関連で学習するといった特徴

がある。

生命科学は、このうち「ライフ

プロセスと生物」として取り上げ

られている。図表4で示したとお

り、NCでは、連続性や一貫性を
もった生命科学の教育がデザイン
されており、ステージが上がるご
とに項目が増え内容が高度化して
いる。また、人間の体の機能や健
康などについても、ここで取り扱

っている。

米・英の科学教育改革において
は、国民の科学的リテラシーを向
上させる目標があった。その目標
達成のため、長期的な視点に基づ

いて科学教育を見直し、再構築を

図った結果が、全米科学教育スタ

ンダードやNCであると言える。

また、生命科学に関する内容につ

いても、それぞれに違いがあるも

のの、生命科学をいかに系統的に

理解するかといった視点が重視さ

れていることが読みとれる。

我が国においても、長期的な視
点で科学的リテラシーを向上させ
るための取組が必要である。21世
紀は「生命の世紀」であり、分子
生物学を中心とする系統的な生命
科学を教育の中できちんと位置づ
け、発達段階に応じてその素養を
培っていけるよう、理科教育の再
構築を図っていくことを検討して
いく必要があるだろう。

今後の我が国の産業基盤を支え

るとも期待されるライフサイエン
スの発展のためには、研究人材の
育成が最も重要な課題の一つであ
り、大学における生命科学教育・
研究を充実させる必要がある。ま
た、生命科学は学際的・融合的に

なってきているほか、社会との関

わりに関する領域などもでてきて

おり、系統的・総合的に生命科学
を教育できるような大学院等を整

備することやカリキュラムを充実
させることなどが求められる。こ
れらについて、実際にどのような

教育システムをつくっていくか

は、今後の国立大学の独立行政法

人化に伴い各大学に求められると

同時に、そのための行政側のサポ

ートも求められる。

また今後は、個人あるいは社会

として生命倫理など生命科学に関

する問題について判断や議論をす

る必要が生じてくる。生命科学に
ついての社会全体のリテラシー向
上について、長期的な視点で考え
た場合、教育の果たす役割は大き
い。分子生物学を中心とする系統
的な生命科学を教育の中できちん
と位置づけ、発達段階に応じてそ
の素養を培っていけるよう、理科
教育の再構築を検討していく時期
にきていると言えよう。

4．結び

Key stage 1（5歳～7歳） Key stage 2（7歳～11歳） Key stage 3（11歳～14歳） Key stage 4（14歳～16歳）※

ライフ・プロセス ライフ・プロセス

細胞と細胞の機能 細胞の活動

人間とその他の動物 人間とその他の動物 生物としての人間 生物としての人間
（栄養作用／循環器／運動／ （栄養作用／運動／生殖／ （栄養作用／循環器／外呼吸／

成長と生殖／健康） 外呼吸(Breathing)／ 内呼吸／神経系／ホルモン／
内呼吸(Respiration)／健康） 恒常性／健康）

緑色植物 緑色植物 生物としての緑色植物 生物としての緑色植物
（成長と栄養作用／生殖） （栄養作用と成長／内呼吸） （栄養作用／ホルモン／

物質輸送と水の関係）

変異と分類 変異と分類 変異、分類、遺伝 変異、遺伝、進化
（変異／分類／遺伝） （変異／遺伝／進化）

環境における生物 環境における生物 環境における生物 環境における生物
（適応／摂食の関連性／ （適応と競争／摂食の関連性） （適応と競争／

微生物） エネルギーと栄養素の移動）

図表4 英国（イングランド、ウェールズ）のNational Curriculumにおけるライフプロセスと生物（Life
processes and living things）のプログラム

内
　
容

※Key stage4 にはsingle sciecneとdouble scienceがあり、大多数の生徒がdouble scienceを選択する。上記はdouble scienceのプログラム。

（文献5）および「The National Curriculum for England」より作成）
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盧　生命科学教育の充実
①初等・中等教育における理科教育の改善が必要。
蘆博物学的な生物学と、生命科学との二本立てで教える。
蘆早い時期から遺伝子教育を行う。
蘆生命科学分野の教員を養成する。

②高等教育では生命科学分野の学生を養成するために学部・研究科の新設が必要。
蘆従来の理学、農学、薬学、医学とは別に生命科学部を設置する。
蘆大学院に生命科学研究科を設置する。

盪　優れた人材の養成
①優れた研究を継続的に保持できる体制づくりが必要。
蘆研究評価の質と客観性の向上。
蘆優れた研究者に対する定年制度の緩和。
蘆大学院生等の生活を支援する奨学金制度の充実など経済的サポート。

②リーダー養成が必要。
蘆若手（30代）の研究リーダー。
蘆国際的に通用する国家レベルのリーダー。

③人材養成に必要とされる要素。
蘆外国人研究リーダーと外国人研究員が多数参加できる環境。
蘆女性研究者が活躍し、リーダーになりやすい環境。
蘆日本の研究者の英語力の向上。

蘯　わが国の生命科学政策の現状と課題
①政策策定にはわが国独自の価値観が必要。
蘆米国や欧州への対抗的立場からの政策策定ではいけない。
蘆一方で、米国や欧州とはできる範囲で共同歩調をとる必要がある。

②国策（資金の流れ）に対する注視が必要。
蘆優れたグラント制度はよい方向で継続させる必要がある。
蘆国策を担う特殊法人等の成果などは注視していく必要がある。
蘆国策としての資金の流れに対しては外部評価が必要。

（科学技術政策研究所講演録No.90「わが国大学における生命科学の研究と教育推進の危機的
状況」より作成）

付表　柳田充弘教授による生命科学研究の振興のための提言
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化石資源を用いない水素製造技術
―持続可能な水素エネルギーシステムへの鍵―

環境・エネルギーユニット 大森　良太

今日、われわれは地球規模のエ
ネルギー・環境問題に直面し、３
Ｅ問題の克服、すなわち、エネル
ギー供給、環境保全、経済成長の
同時達成が求められている。
こうした中、大きな関心を集め
ているのが、燃料電池をはじめと
する水素エネルギ－利用システム
である。将来的には、水素は電気
と共に中心的な二次エネルギーと

しての役割を担っていくものと期

待されている。

水素エネルギーの普及にあたっ

ては、燃料電池や水素の製造・輸

送・貯蔵・利用等に関連する多く

の要素技術開発やインフラ整備が

必要である。国際的にも競争が激

化する中、わが国の産業界や学界

では多大なリソースを燃料電池・

水素エネルギー関連の研究開発に

あて、それらの成果は続々と学術

誌やマスメディアに発表されている。

政府も推進戦略の構築や予算的

措置に積極的に取り組んでいる。

総合科学技術会議は今年6月に取

りまとめた「平成15年度の科学

技術に関する予算、人材等の資源

配分の方針」1）において、エネル

ギー分野の「特に重点的に推進す

べき領域・事項」として、燃料電

池・水素利用を冒頭に挙げている。

また、経済産業省の燃料電池実

用化戦略研究会は、燃料電池導入

の意義として「省エネルギー効

果」、「環境負荷低減効果」、「エネ

ルギー供給の多様化・石油代替効

果」、「分散型電力エネルギーとし

ての利点」、「産業競争力強化と新

規産業創出」の5項目を挙げ、燃

料電池を21世紀のエネルギー・

環境分野におけるキーテクノロジ

ーと位置付けている2）。

燃料電池は、水素と酸素が水に
なる過程から電気を取り出す、い

わば水素を燃料とする発電機であ
る。燃料電池自体からは水しか排
出されない。ただし、水素は単体
としては天然にほとんど存在せ
ず、化石資源、バイオマス、水な
どから製造する必要がある。
現在のところ、当面は天然ガス
等の化石資源から大半の水素を製
造して行かざるを得ないとの見方
が支配的である。これは、化石資
源を用いない水素製造技術に多く

の課題があり、その実用化や普及

にはまだ相当の時間がかかると見

込まれているためである。

しかしながら、化石資源の節約
や地球温暖化ガス排出の削減の観
点から、長期的には、化石資源を
用いない水素製造技術に移行して
いくことが望まれる。再生可能エ
ネルギーや原子力エネルギーを利
用して水やバイオマスから水素を
製造する技術が普及すれば、水素
エネルギーシステム全体として、
化石資源の消費や地球温暖化ガス
の排出が大幅に低減される（より
定量的な検討は3‐3節で行う）。

このような持続可能な水素エネル

ギーシステムの実現に対する期待

が、今日の燃料電池・水素エネル

ギー研究のバックボーンとなって

いる。図表１に水を原料とした水

素をベースとする水素エネルギー

サイクルを示す。

このような“理想的なシステム”
がいつ、どのような形で実現する
かについての見通しは、今後の燃

1．はじめに

図表１　水からの水素をベースとする水素エネルギーサイクル3）
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料電池・水素エネルギーの研究開
発戦略や導入・普及に向けた政策
の意義やあり方を大きく左右す
る。従って、その実現にとって不
可欠な化石資源を用いない水素製
造技術のポテンシャルを見定めて
おくことは、わが国の長期のみな

らず短中期のエネルギー政策や研
究開発戦略の策定にとって極めて
重要と考えられる。
以上より、本稿では化石資源を

用いない水素製造技術に焦点をあ

てる。水素エネルギーや燃料電池

についての基礎事項に簡単に触れ

た上で（２章）、３Ｅ問題の解決

にとっての意義を既往の研究例を

基に定量的に検討し（３章）、さ

らに、主な技術の研究開発動向を

概観し（４章）、本稿のまとめと

提言を述べる（５章）。

21世紀のエネルギーシステムに

おいて、水素は電気と共に中心的

な二次エネルギーとしての役割を

担うと期待されている。電気と水

素は互いに容易に変換でき、以下

のように補完的な存在である4）。

蘆水素は大量に貯蔵できるが電

気はできない

蘆電気はものを移動させずにエ

ネルギーを輸送できるが水素

はできない

蘆水素は化学燃料または化学工

業原料となれるが電気はなれ

ない

蘆電気は情報の加工や貯蔵にも

使えるが水素は使えない

蘆水素は長距離の輸送に適して

いるが、電気は短距離の輸送

に適している

今日、水素エネルギーの利用シ

ステムとして最も期待されている

のは燃料電池である。燃料電池の

原理は、水の電気分解の逆であり、

水素と酸素が水になる反応から電

気を取り出す。図表２に示すよう

に、燃料電池は電解質の種類によ

って、固体酸化物形（SOFC）、溶

融炭酸塩形（MCFC）、リン酸形

（PAFC）、固体高分子形（PEFC）

の４つのタイプに分類される。主

な用途は、燃料電池自動車（FCV）、

家庭用・事業所用の定置電源（コ

ジェネレーションシステムも含

む）、ポータブル機器電源等である。

図表３に燃料電池実用化戦略研

究会の報告書に明示された「期待

する導入目標」を示す（固体高分

子形燃料電池が対象）。

先に述べたように、水素は単体

では天然にほとんど存在しない。

従って、燃料電池の燃料となる水

素をオンサイトまたはオフサイト

で製造しなければならない。例え

ば、燃料電池自動車であれば、他

の場所で水素を製造してこれを輸

送し利用するか（純水素型燃料電

池自動車）、メタノールやガソリ

ンなどから水素を製造する装置

（改質器）と組み合わせて用いる

か（改質型燃料電池自動車）、い

ずれかの方式となる（注１）。燃料電

池の導入による石油代替効果、省

エネルギー効果、環境負荷低限効

果等は、燃料や製造方法に大きく

依存する。

本章では、はじめに水素の需給

2．水素エネルギーと燃料電池

固体酸化物形 溶融炭酸塩形 リン酸形 固体高分子形
（SOFC） （MCFC） （PAFC） （PEFC）

電 解 質 安定化ジルコニア 炭酸塩 りん酸 イオン交換膜

燃　　料 水素、 水素、 水素 水素
（反応物質） 一酸化炭素 一酸化炭素

作動温度 900～1,000℃ 650～700℃ 200℃ 70～90℃

発電効率 45～55％ 45～50％ 40～45％ 35～40％
（HHV）

高発電効率 高発電効率 実用化に近い 低温作動可能

特　　徴
内部改質可能 内部改質可能 起動・停止が 高エネルギー密度

困難 起動・停止が
比較的容易

開発状況 実証段階 実証段階 商品化段階 実用化間近

集中大規模発電、 集中大規模発電、 分散電源、コジ 自動車、家庭用

用　　途
分散電源、コジ 分散電源、コジ ェネレーション コジェネレーシ
ェネレーション ェネレーション ョン、ポータブ

ル

図表２　各種燃料電池の比較5，6）

期間 期の位置付け
期末での導入目標

燃料電池自動車 定置用燃料電池

現在～2004年
基盤整備・ － －技術実証段階

2005年～2010年 導入段階 約5万台 約210万kW

2010年～2020年 普及段階 約500万台 約1000万kW

図表３　燃料電池実用化戦略研究会として期待する導入目標（累積）3）

3．化石資源を用いない水素製造技術の意義 ―3E問題解決の視点から
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動向と製造方法を概観する。その

上で、燃料及び製造方法による、

省エネルギー効果や温室効果ガス

排出削減効果の差異についての既

往の解析例を紹介し、化石資源を

用いない水素製造技術の意義を明

らかにする。

３‐１

水素の需給動向

世界の水素生産量は年間約

5,000億Nm3（Nm3：0℃、1気圧

の条件下でのm3）である。大部

分は天然ガス等の化石燃料の水蒸

気改質により生産され、約40％

がアンモニア合成、約20％が石

油精製で消費されている。世界最

大級の水蒸気改質プラントの水素

製造能力は10万Nm3/hである7）。

日本では年間150～200億Nm3

の需要があり、ほぼ半分が石油精

製で使用されている。エネルギー

用としては宇宙ロケットの打ち上

げ用に液体水素が年間300～500

万Nm3用いられている5）。また、

製鉄、石油精製、エチレン製造プ

ロセスなどで、年間100億Nm3以

上の水素が副生しているが、大部

分は化学製品等の原料やエネルギ

ーとして自家消費され、外販され

る割合は1%程度である。

図表３に示したように、燃料電

池実用化戦略研究会は、2020年に

おける燃料電池自動車の期待する

導入目標を500万台（累積）とし

ている。500万台の燃料電池自動

車が全て水素を搭載して走行する

ようになると年間約140億m3の水

素が必要になる8）。仮に、燃料電

池自動車が将来的にさらに普及

し、今日のわが国の乗用車保有台

数約5,300万台9）の半数の燃料電

池自動車が走行するとなると、さ

らにその5倍程度の水素が必要に

なる。定置型燃料電池などの水素

需要も考慮すればその量はさらに

増える。

このように、水素エネルギーシ
ステムが本格的に普及した際の水
素需要は、現在の供給量を大きく
超える。これをどのように製造し
ていくかが大きな課題であり、水
素エネルギーシステム全体の骨格
を規定する。

３‐２

水素の製造方法

図表４に代表的な水素製造法を

示す。原料またはエネルギーとし

て化石資源を用いる方法と用いな

い方法に大別してある。現在、化

石資源を用いる方法は工業的製造

法として確立しているが、大量の

二酸化炭素を放出する（注２）。例え

ば、今日主流となっている水蒸気

改質プロセスでは、最も二酸化炭

素の副生が少ない天然ガスを原料

とする場合でも、水素を1 m3生成

する際に約0.9 kgの二酸化炭素を

放出する7）。

一方、化石資源を用いない水素
製造法としては、盧水の電気分解
（非化石燃料起源電力）、盪水の熱
化学分解、蘯バイオマスの変換、
盻水の光分解が挙げられ、二酸化
炭素排出や化石資源消費が実質的
にゼロとなる。ただし、盧を除い
ては、技術的に未確立である。

３‐３

燃料電池利用システムの
ライフサイクルアセスメント

3‐1節で水素エネルギー利用

システムの普及に伴ない、水素生

産量を大幅に増加しなければなら

化技術を適用することにより、ゼロエミッションを達

成できるという考え方もある。最近では、二酸化炭素

の地中貯留技術への関心が高まりつつある。これにつ

いては、宮本和明：「CO2地中貯留技術を中心とした温

暖化対策技術の開発動向」、科学技術動向2002年6月号

を参照されたい。

（注１）溶融炭酸塩形や固体酸化物形の燃料電池では内

部改質が可能であり、天然ガスや石炭ガスを燃料とす

ることができる。ただし、現在のところは、自動車用、

あるいは、小規模定置電源用としての用途は考えられ

ていない。

（注２）化石資源改質による場合でも、大規模プラント

で水素を製造する場合には、二酸化炭素の回収・固定

方法 原料 エネルギー
技術的開発
レベル

水蒸気改質 天然ガス、 熱 実用化レベルLPG・ナフサ

部分酸化 LPG・ナフサ、 熱 実用化レベル
化石資源

原油、石炭

利用 接触改質 LPG・ナフサ 熱 実用化レベル

コークス炉ガス 石炭 熱 実用化レベル

電気分解 水 電力 実用化レベル（化石燃料起源）

電気分解 水 電力 実用化レベル（非化石燃料起源）

非化石資源 熱化学分解 水 原子力、太陽熱 実証レベル
利用 バイオマス転換 バイオマス 熱、微生物等 実証レベル

光分解 水 太陽光 基礎研究レベル

図表４　水素製造法の分類
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ないことを確認した。この際、化

石資源を用いて水素を製造しこの

増加分を満たした場合でも、燃料

電池を用いた自動車や定置電源の

エネルギー効率が既存のものより

高ければ、その分だけ化石資源の

節約、さらには、地球温暖化ガス

の排出削減が期待されることにな

る。その効果はどの程度であろうか。

これを評価するには、原料の採

掘から、輸送、燃料製造、使用ま

でに要するエネルギーを総合的に

考慮したライフサイクルアセスメ

ントが要求される。自動車の場合

にはWell-to-Wheel解析とも呼ば

れる。

二酸化炭素排出について考えて

見ると、通常のガソリン自動車は、

原油の採掘、ガソリンの製造・輸

送よりも、走行時に大部分の二酸

化炭素を排出する。これに対して、

化石資源から製造した水素を搭載

する燃料電池自動車では、水素製

造時に大部分の二酸化炭素が発生

する反面、走行時の排出はゼロと

なる。

IPCC 第三次報告書 10）では

Thomas et al.11）とWang12）のライ

フサイクルアセスメント解析結果

を引用しながら、燃料電池自動車

のエネルギー消費や温室効果ガス

排出削減効果について論じてい

る。また、わが国では新エネルギ

ー・産業技術総合開発機構

（NEDO）が実施している水素エ

ネルギー利用技術開発（WE-NET）

プロジェクト（注３）において同様

の解析がなされている13）。本節で

はこれらを基に、燃料電池システ

ムの化石資源節約効果と温室効果

ガス排出削減効果について検討する。

はじめに、化石資源節約効果に

ついて見る。Thomas et al.は、既

存のガソリン車に比べ、純水素型

燃料電池自動車、および、メタノ

ール車上改質型燃料電池自動車の

燃費（注４）は、それぞれ 75 ～

250％、25～125％向上するとし

ている。一方、Wangによれば純

水素型燃料電池自動車、および、

メタノール車上改質型燃料電池自

動車の燃費向上は180～215％と

110～150％と評価されている。

また、WE-NETの評価では、ガ

ソリン車上改質型燃料電池自動車

の燃費は現行ガソリン車より３倍

程度良好と評価されている。その

他、コークス炉副生水素を用いた

り、天然ガス起源の液体燃料を車

上改質する場合にも40～60％の

エネルギー消費低減効果がある。

ただし、ガソリンハイブリッド車

や電気自動車の場合でも同程度の

効果がある13）。

化石資源を燃料やエネルギーと

して用いずに生産した水素を搭載

する燃料電池自動車のトータルで

見たエネルギー消費は、水素製造

に用いるエネルギー源、製造場所、

輸送方法などに大きく依存する。

また、再生可能エネルギーをエネ

ルギー消費として算入すべきかに

ついても議論がある。いずれにし

ても、化石資源の消費は大幅に低

減されることは確実である。

次に、温室効果ガス排出削減効

果について、図表５にWangのラ

イフサイクルアセスメント結果の

一部を示す（米国の乗用車を仮

定）。温室効果ガス排出量は、燃

費についての結果と概ね同じ傾向

を示す。現行ガソリン車に比べ、

ガソリンやメタノールを車上改質

する場合は約1/2、天然ガス（メ

タン）から製造した水素を搭載す

る場合は4割程度となる。また、

電気自動車は発電源構成に依存す

るが、全米平均では約1/2であり、

ガソリンハイブリッド車も同程度

である。一方、太陽光から水素を

製造する場合には排出を大幅に削

減できることが分かる。

以上は燃料電池自動車について

の評価であったが、定置用燃料電

池分散電源についてはWE-NET

で評価が実施されている13）。これ

によれば、発電のみの利用を考え

た場合、現在の大規模発電システ

は終了を一年繰り上げ、平成14年度で終了し、平成15

年度から発足する「水素安全利用等基盤技術開発」プ

ロジェクトに統合されることになっている。

（注４）本節では原料の採掘から自動車の運転までのト

ータルエネルギー消費を意味する。

（注３）水素による再生可能エネルギーのグローバルな

利用を目指して平成5年度より発足した。平成10年度

に第｡期研究開発計画（6年間の研究開発費総額約100

億円）が終了し、平成11年度より第｢期研究開発計画

が進捗している。なお、第 ｢期WE-NETプロジェクト

図表５　温室効果ガス排出のライフサイクルアセスメント12）
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ムとエネルギー効率や二酸化炭素

排出量に関しほぼ同程度であり、

高効率のLNG複合サイクル発電

よりも劣る。コジェネレーション

システムとしての燃料電池を考え

た場合にも、都市ガスや軽油をそ

のまま用いるコジェネレーション

システムと比べて同程度かやや劣

る程度である。

要するに、化石資源を用いて水
素を製造する場合でも、特に燃料
電池自動車の場合にはかなりの化
石資源節約効果と温室効果ガス排
出削減効果が見込まれる。ただし、
燃料電池自動車の場合にはガソリ
ンや天然ガスのハイブリッド車、
電気自動車などとの競合、定置型
燃料電池の場合には都市ガスなど
を直接利用するコジェネレーショ
ンシステムとの競合があり、それ

らの競合技術に対する燃料電池シ
ステムの優位性は明確ではない。
これに対し、化石資源からでは
なく、水やバイオマスから再生可
能エネルギーや原子力を用いて水
素を製造すれば化石資源の消費や
二酸化炭素排出は実質的にほぼゼ

ロになる。3E問題の克服の観点
からは、できるだけ早期に化石資
源を用いない水素製造法を普及さ
せることが望まれる。図表６に化
石資源によらない水素製造技術へ

の移行のイメージを示す。

本章では、化石資源を原料とし

てもエネルギーとしても用いない

水素製造方法を盧水の電気分解、

盪水の熱化学分解、蘯バイオマス

の転換、盻水の光分解の４つのカ

テゴリーに分け、それぞれの技術

開発動向について概説する。

４‐１

水の電気分解

水の電気分解は水素製造法とし

て最もシンプルなものである。た

だし、火力発電のように化石資源

を燃焼させて発電した電力を用い

てこれを行う場合には、発電時に

大量の二酸化炭素を排出すること

になる。一方、原子力や再生可能
エネルギー（水力を含む）による
電力を用いて水の電気分解を行え
ば、化石資源の消費や温室効果ガ
スの排出は実質的にゼロとなる。
ただし、電力は価値の高いエネ

ルギー形態であり、これを大規模

水素製造に使用するにあたって

は、他の電力需要とのバランス、

エネルギー供給トータルコストの

最小化などを考慮する必要があ

る。一義的には、設備利用率向上
のための夜間オフピーク電力の活
用や風力発電所の系統連系のため
の出力平準化などの観点での導入
が着目されよう。
水の電気分解プロセスは、アル

カリ水電解法と固体高分子電解質

水電解法に大別される。アルカリ

水電解法はすでに商業プラントで

用いられており、構造が簡単であ

るが、エネルギー変換効率が低い

上、腐食の問題がある。図表７に

固体高分子電解質水電解法の原理

図を示す5）。フッ素樹脂系の固体

高分子電解質膜を白金族触媒の電

極、多孔質性の給電体、通電板で

はさむ構造になっている。給電体

は給電と気液の流路としての役割

を兼ね、水は陽極側の給電体に供

給され、水素は陰極側の給電体か

ら発生する。まだ、商業化には至

っていないが、エネルギー変換効

率が高く、装置のコンパクト化が

可能、アルカリ水溶液を用いず腐食

の問題がないなどの長所を有する。

WE-NETプロジェクトでは、

平成5年以降、固体高分子電解質

水電解法に関する技術開発を実施

している。平成14年2月には、高

松の四国総合研究所構内にオンサ

イト水素製造型の水素供給ステー

ション（最大水素製造能力

4．化石資源を用いない水素製造技術の研究開発動向

図表６　化石資源によらない水素製造技術へのシフト

図表７　固体高分子電解質水電
解法の原理図5）
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30Nm3/h、実用規模の約1/10）が

完成した（図表８）。

４‐２

水の熱化学分解

水を熱により直接分解するため

には理論的には2,500℃以上の高

温を必要とする。しかし、いくつ

かの熱化学反応を組み合わせるこ

とにより、1,000℃以下の熱で水

を分解する熱化学サイクルが多数

提案されている。二酸化炭素を排

出しない熱源として、原子炉の核

熱や太陽熱の利用が考えられてい

るが、特に水素の大規模製造が可
能な原子炉の核熱の利用が近年注
目されている15）。

水分解熱化学サイクルの中で、

今日、最も精力的に研究がなされ

ているのは、日本原子力研究所が

中心となって研究を進めているIS

プロセス16）である。ISプロセス

は米国ゼネラル・アトミクス社に

より考案された手法であり、以下

の3つの化学反応で構成され、原

料水と反応させるヨウ素（Iodine）

および硫黄（Sulfur）から生じる

化合物をプロセス内部で循環使用

させることで、外部に有害物質が

排出されない工夫がされている。

現在のところ、ISプロセスの熱

源としては高温ガス炉が想定され

ている。高温ガス炉は900℃を超

える熱を取り出すことができ、固

有安全性が高い。軽水炉から取り

出せる熱は300℃程度であるため

用いることができない。

日本原子力研究所では、2001年

にISプロセスによる連続水素製造

装置（水素製造量毎時50リット

ル規模）を完成し、試験研究に着手

した。さらに、同研究所が試運転し

ている高温工学試験研究炉（HTTR）

と連結させる予定である16）。図表

９に本装置の外観を示す。

100万kWeの高温ガス炉により

１年間に（運転時間7,000時間）、

34億Nm3の水素が製造可能であ

る（水素生成熱効率＝50%）。一

方、同じ出力の軽水炉で電気分解

により水素を生成する場合には年

間17億Nm3が生成される4）。熱分

解法は電気分解法に比べ、熱を電

気に変換する際のロスがないた

め、トータルのエネルギー効率が

高くなる。また、高温ガス炉とIS

プロセスを組み合わせた場合の水

素製造コストは、今日商用化され

ている化石資源の水蒸気改質法の

1.5倍との評価結果がある4）。

原子力プラントでの水素製造

は、そのエネルギー出力および密

度の高さから、大規模な水素製造

が可能であり、将来の大きな水素

需要を環境制約、資源制約を満た

しつつ賄うオプションとして期待

される。ただし、現在の原子炉の

主流である軽水炉の核熱を利用可

能な熱化学サイクルは見出されて

いない。

４‐３

バイオマスの転換

バイオマスとは植物起源の有機

資源―農林水産系廃棄物、生ごみ、

エネルギー作物等―であり、これ

らに由来するエネルギーをバイオ

エネルギーと呼ぶ。バイオエネル

ギーは資源量が膨大であり、また、

トータルでは二酸化炭素を排出し

ないエネルギー源として地球温暖

化対策オプションとしても注目さ

れている。バイオエネルギーを利

用したり（燃焼熱、発電、液体燃

料など）、あるいは、本節で述べ

るようにバイオマスを原料として
水素を製造する際には二酸化炭素
が発生するが、その量はそのバイ
オマスの起源である植物が成長す
る過程で大気中から固定した二酸
化炭素の量に等しい。従って、ト
ータルで見るとバイオマスの利用
は大気中の二酸化炭素濃度を増加
させない（カーボンニュートラル）。
バイオマスの形態は多様であ

り、水素製造方法も様々なものが

考えられる。乾燥系バイオマスの

場合には、基本的には熱化学的ガ

ス化プロセスにより水素を製造で

きる。この際、反応温度を高める

ために、バイオマス自身の燃焼熱

を利用することが一般的である。

ただし、水素の他に、一酸化炭素

や炭化水素系ガスが発生するた

め、これらの副生物の改質や除去

が必要となる。

一方、含水率の高いバイオマス

の場合には、メタン発酵プロセス

が実用化の段階に達しており、生

図表８　水電解法によるオンサ
イト水素製造型の水素
供給ステーション14）

図表９　水の熱化学分解（ISプ
ロセス）による連続水
素製造装置（日本原子
力研究所）16）

ブンゼン反応 2H2O＋xI2＋SO2＝2HIX + H2SO4 室温～100℃

ヨウ化水素分解反応 2HI＝H2＋I2 400℃

＋ 硫酸分解反応 H2SO4＝H2O＋SO2＋1/2O2 800℃

H2O = H2＋1/2O2

（左手前：プンゼン反応工程の機器、同奥
側：硫酸分解反応工程の機器、右奥側：ヨ
ウ化水素酸の蒸留分離の機器）
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成メタンから水素を製造できる

が、発酵に数週間程度の時間がか

かる。この他、触媒による水相改

質17）、超臨界水ガス化法18）、微生

物による水素発酵法19）などが考

案されている。

なお、バイオマスの長所の一つ

として、エタノール、メタノール、

バイオディーゼルなどの液体燃料

に変換できる点があげられる。自

動車燃料としての利用を考えた場

合にも、バイオマスから製造した

メタノールや水素を燃料電池自動

車に供給する方式の他、その液体

燃料を直接自動車燃料として用い

るオプションも存在する（注5）。

４‐４

水の光分解

太陽光の光エネルギーにより、

水を分解し水素を生成する技術で

ある。以下では主に光触媒を用い

た水を直接光分解について説明す

る。1972年に二酸化チタン光電極

と白金電極で構成される電気化学

セルによる水の光化学分解、すな

わち本多・藤嶋効果20）が報告さ

れて以来、日本が世界の研究をリ

ードしている分野である。

これまでに、紫外域の光に対し

反応する光触媒材料は多数見出さ

れているが、紫外光は太陽光の入

射エネルギーの約4％にすぎな

い。従って、水素を効率的に生成
するには、太陽光の入射エネルギ
ーの約43％を占める可視光（波
長～400-700nm）のできるだけ広
い波長範囲に対して応答する光触
媒の開発が必要となる。
これまで、この条件を満たし、

安定で実用的な光触媒の開発は困

難とされてきた。しかし、近年、
いくつかの新しい研究成果が報告
され、本分野の研究が活発化して
きている。
産業技術総合研究所の荒川裕則

光反応制御研究センター長らのグ

ループは、ニッケルをインジウ

ム・タンタル酸化物にドープした

酸化物半導体 In1－ＸNi ＸTaO4
（x＝0－0.2）を用い、可視光一段

励起による水の完全分解（水素：

酸素＝2：1）に初めて成功し、

昨年Natureに発表した21）。ニッ

ケルを添加することによって、可

視域の短波長側の光に対する光触

媒活性が著しく向上する。ただし、

550 nm以上の波長に対しては、

光触媒活性は消滅する。量子効率
（注 6）は 402 nmの 光 に 対 し て

0.66％という値を得ている。また、

植物の光合成メカニズムである二

段階光励起反応を模倣した可視光

による水の完全分解にも成功して

いる22）。

東京理科大学の工藤昭彦助教授

は、紫外線照射下ではあるものの、

LaをドープしたNiO/NaTaO3を

用いて、水の完全光分解を行い、

約400 mlの反応管から20 mmol/h

（500 ml/h）という高速度で水素

を生成することに成功した23）。こ

れは水の電気分解に対比させると

1A以上の電解電流に相当し、量

子効率は波長が270nmで約50％

に達している。可視光応答性光触

媒に関しては、Cr3＋とTa5＋また

はSb5＋を共ドープしたSrTiO3や、

NaInS2，AgInZn7S9などが、犠牲

試薬（注7）存在下ではあるが、高い

水素生成活性を示すことを報告し

ている24）。

東京工業大学の堂面一成教授ら

のグループでは、太陽光中に多く

含まれる600 nm付近までの可視

領域の光に応答し、水を分解でき

る光触媒の開発を目的とし、オキ

シナイトライド・オキシサルファ

イド系光触媒材料に着目し、その

可視光応答性について検討してい

る。特に LaT iO 2N，Ta 3N 5，

TaON， Sm2Ti2S2O5等 が 600 nm

付近まで十分な吸収を示すことを

見出している25，26）。

可視光応答性光触媒の研究は、

水素生成のみならず、建物の外壁

や車内の防汚、除菌、脱臭などを

目的として、現在、活発な研究が

行われている。材料科学や触媒科

学の基礎研究としても、研究者に

とって魅力的な分野であろう。

しかし、水素生成に関して言えば、

エネルギー効率が低く、実用化に

は程遠い段階にある。実際、他の

太陽光起源の水素製造システムと

比較して見ても、太陽光発電と水

電解を組み合わせたシステムや、

バイオマスを育成し水素に変換す

るシステムよりもエネルギー効率

が1～2桁低い。可視域の長波長
側でも高い量子効率で応答するよ
うな、画期的な光触媒の開発が求
められる。
なお、上記のような半導体タイ

プの光触媒を用いるのではなく、

光合成によって水から水素を生成

する光合成微生物を介して水素を

生産する光生物的水素生産の可能

性についても検討されている19）。

光合成微生物の開発には遺伝工学

的手法も適用されている。現在の

ところは、生産に関わる投入エネ

ルギーが高く現実性に乏しく、微

生物の水素生産能を大幅に向上さ

せることが不可欠である。

（注６）入射した光子数に対する反応に関与した電子数

の割合。

（注７）生成した水素が再度酸化されて水に戻る逆反応

を防ぐために加えるメタノール等の添加物。水素の代

わりに“犠牲となって”酸化される。

（注５）これらのオプションの比較は本稿のスコープを

超えるが、ブラジルや米国の一部の州ではさとうきび

やトウモロコシから生成したエタノール、または、こ

れとガソリンの混合物が自動車燃料として普及している。
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本稿では、持続可能な水素エネ

ルギーシステム構築のキーテクノ

ロジーとして、化石資源を用いな

い水素製造技術に着目し、その意

義について、水素の将来的需要、

化石資源節約効果、温室効果ガス

排出削減効果等の観点から検討し

た。さらに、そのような技術を盧

水の電気分解、盪水の熱化学分解、

蘯バイオマスの転換、盻水の光分

解の４つのカテゴリーに分け、そ

れらの技術開発動向や課題につい

て分析した。

燃料電池はエネルギー効率が高
いため、化石資源から水素を製造
した場合でも、特に燃料電池自動
車の場合には、相当の化石資源節
約効果や温室効果ガス排出削減効
果が見込まれる。ただし、本稿で
検討した研究報告の範囲におい
て、それらの効果は他の競合する
技術オプション―ハイブリッド
車、電気自動車、複合サイクル発
電、都市ガス利用コジェネレーシ
ョンシステム等―に対して明確な
優位性は認められない。
一方、化石資源を用いずに水素
を製造した場合には、化石資源の
消費と温室効果ガス排出は実質的
にゼロとなる。この意味で、化石
資源を用いない水素製造技術は持
続可能な水素エネルギーシステム
構築のキーテクノロジーと言え
る。特に、エネルギー自給率が低い
わが国にとってその意義は大きい。
従って、わが国は本分野の研究
開発に十分なウェイトを置いて、
長期的に取り組んでいく必要があ
ろう。それらのいわば“水素製造
の本命として期待される技術”の

ポテンシャルを把握することは、

わが国の長期的エネルギー政策の

みならず、短中期的な水素エネル

ギーの研究開発戦略の構築にとっ

ても基盤的な知見を与えよう。

本稿で見たように、化石資源を

用いない水素製造技術は、水電解
法を除き基礎研究、原理実証研究
の段階にある。当面は、対象技術
を広く設定し、個々の技術の普
及・実用化の可能性を評価するこ
とが重要と考えられる。
また、関連技術の進歩や国際エ

ネルギー情勢の変化を把握しつ

つ、エネルギーシステム全体にお

ける水素の位置付けを検討してい

くことが重要である。例えば、電

気と水素の役割分担などについて

は、まだ具体像が見えてこないの

が現状である。

水素は電気と同様に2次エネル

ギーであり、エネルギーシステム

のいわば通貨としての役割を担

う。その意味で、エネルギーの生

産・変換・輸送・消費などすべて

の技術と関連することになる。水
素エネルギーを含めたエネルギー
システムのデザインには、何より
も、エネルギー関連の技術や政策
全般に通じる専門家の育成が不可
欠であろう。エネルギー分野の人
材の流動化や学会間の交流促進等
が望まれる。
再生可能エネルギーによる水素

製造は、土地、バイオマス資源、

太陽や水力等のエネルギー源が豊

富で、非電化地域の多い途上国に

おいて大きなポテンシャルを有す

ると考えられる。いずれも初期投

資が小さく、プラントの保守にも

それほど高い技術が要求されない。

わが国としても、技術開発なら
びに国際貢献の観点から、途上国
での普及に向けた移転用技術開発
や現地共同プロジェクト推進等に
積極的に取り組んでいくことは有
益であろう。
なお、本稿で取り上げた水素製

造関連技術の他、水素の貯蔵、輸

送、利用等に関する技術にもそれ

ぞれ多くの課題がある。将来の水

素製造技術のあり方も、それらの

技術の進歩状況、関連インフラの

整備状況、水素エネルギーの利用

形態等の全体の枠組みにおいて決

定すべきであることを付言する。
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エコマテリアルの動向
―地球環境問題への材料学のアプローチ―

客員研究官 西村　　睦*
材料・製造技術ユニット 多田　国之*

2002年は1992年6月にリオデジ

ャネイロで環境サミット、正確には

国連環境開発会議（United Nations

Conference on Environment and

Development）が開催されてから

10年目の節目の年にあたる。そし

てまたこの節目は、地球規模の環

境問題の存在と持続可能な開発や

発展の課題を提起した国連人間環

境会議(通称ストックホルム会議)

から30年の節目でもある。この

間、地球環境問題は、問題提起か

ら認識の広まり、先行的な取り組

み、枠組みの議論を経て、具体的

な解決（ソリューション）に向け

て踏み出す段階に達してきてい

る。その節目の今年、ヨハネスブ
ルグにおいて「持続可能な開発に
関する世界首脳会議（環境開発サ
ミット）」が8月26日から9月4
日まで開催された。国連の会議で
世界各国が大量消費・大量生産・
大量廃棄からの脱却を図る決意を
示し、産業構造の転換を求めた。
そのような中で、古来から人類

の生活と生産を支えてきた材料技

術についても、この地球環境問題

に対して責任と役割を再認識し、

将来の社会の基盤技術としてのあ

り方を積極的に提示していくこと

が求められるのは当然のこととい

える。「エコマテリアル」はリオ

サミットに先行した1991年、日

本が世界に先立って発信したコン

セプトである1）。地球上のマテリ
アルフローは膨大な量であり、環
境に与えるインパクトは極めて大
きい。すなわち材料をエコマテリ
アル化できるかどうかが、地球環
境問題の総合解を大きく左右する
といえる。そのような状況を踏ま

えてここでは、エコマテリアルの

動向（地球環境問題への材料学の

アプローチ）を紹介するとともに

今後を展望したい。

２‐１

エコマテリアルの定義

エコマテリアルは、未踏科学技

術協会に設けられたレアメタル研

究会が、次世代の構造材料のあり

方を議論する中で1991年に生み

出されたコンセプトであり、「地
球環境に調和し持続可能な人間社
会を達成するための物質・材料」
と定義された。図表１は、エコマ

テリアルで考慮される材料性能を

３つの座標軸で表したものである2）。

フロンティア性の軸は通常の材料

性能の尺度を指す。環境調和性の

軸は材料が環境に与える負荷の小

ささの度合いを意味し、持続的発

展の観点から材料が環境に優しい

かどうかの基準を示す性能軸であ

る。さらに、人への優しさの指標

であるアメニティ性（分かりやす

い例は生体親和性、非アレルギー

性、ぬくもり感など）を加えてあ

1．はじめに

*

2．広範なエコマテリアルの領域

図表１　エコマテリアル性能の３軸表示
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る。従来、性能のみが求められて

いた材料の世界おいて、この新た

な座標系の中で最大化を目指す方

向がエコマテリアル化であるとし

た。現在では、盧式で表される環

境効率

環境効率（EE）＝材料性能
（P）／環境負荷（BL）……盧

が相対的に同種の材料よりも高

い材料をエコマテリアルと呼ぶ3）。

従って、超伝導材料、半導体、磁

性材料等のあらゆる材料群におい

て、エコマテリアル群と環境効率

の低い材料群があることになる。

２‐２

エコマテリアルの分類

地球環境への作用の仕方という観

点から、エコマテリアルは図表２

のように大きく3つの領域に分け

られる4）。一番目は機能対応型で

あり、浄化機能や触媒など主に物

質の化学的機能が直接生かされる

領域である。二番目は、システム

要素型で、高効率クリーンエネル

ギーシステムを実現するために必

要な材料群である。三番目は低負

荷循環型で、材料そのものが能動

的に環境システムに用いられるも

のではないが、リサイクル適合性

などを通して環境に優しい材料群

である。これらは厳密に分類され

るわけではなく、実用が近づくほ

どに、これらの特徴を兼ね備えた

材料、すなわち図で円が重複した

部分が要請されるケースが多くな

ると考えてよい。また、例えば有

害物質フリーは、低負荷循環型領

域に特徴的な要因であるが、勿論

このキーワードは全ての材料が目

指すべき方向性である。以下に各

分類ごとの代表的な材料と研究ト

ピックを簡単に紹介する。

２‐３

環境に直接機能する
―機能対応型―

機能対応型の代表的な例は触媒
であり、1970年代の自動車排気ガ

スの炭化水素と一酸化炭素および

窒素酸化物を同時に低減させた三

元触媒の成功は自動車産業に大き

なインパクトを与えた。現在、触
媒分野で特に注目されているもの
の一つに光化学触媒がある。基本
的に太陽光のエネルギーで励起し

て水を分解させるこのタイプの触

媒には二つのアプローチがある。

一つは可視光領域での応答を可能

にすることにより、効率よく水を

分解し水素を製造していこうとす

る方向であり、他の一つは、紫外

域での反応を利用した浄化作用を

目指す方向である。

また浄化機能として環境ホルモ

ンや重金属などの有害物質を除去

する機能は重要である。特に近年

問題となっている有害物質は極め

て希薄な状態でも毒性の高いもの

や難分解性のものが多い。超臨界

領域の利用、強磁場の利用など大

がかりな設備による特異な場を利

用した分解・分離技術なども開発

されているが、他方で、天然素材

図表２　エコマテリアルの分類

図表３　ゼオライトの構造

エコマテリアル研究センターのホームページ10）より転載
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をベースとしたゼオライトに代表

される微細な空隙を持つ物質（図

表３）での吸着・脱着など、物質

の固液界面の構造を利用したソフ

トな反応物質系の研究も進んでい

る。特にゼオライト系は、今後生

活圏のその場において浄化機能が

求められる場合に重要な役割を果

たすと期待されている。

物質の化学的特性を生かした機

能対応型の環境材料は、これ以外

にも、炭酸ガス固定化物質やダイ

オキシンや有機塩素化合物の分解

触媒など広い領域に渡っている。

また先述した三元触媒について

も、近年導入されているリーンバ

ーンエンジンの作動によって排ガ

ス中の酸素濃度が増加し、触媒活

性の劣化が問題となっている。こ

のように希薄燃焼条件でも機能す

る触媒材料の開発が求められてお

り、環境問題への対応が新たな課

題を物質・材料技術に提起している。

２‐４

エネルギーシステムの中心要素
―システム要素型―

システム要素型の典型例は高効
率発電用の耐熱材料である。火力
発電などの熱機関は熱源の温度差

が大きいほど効率がよくなるの

で、熱から電気への変換効率が高

く二酸化炭素発生の少ないエネル

ギー変換を行うには高温で操業で

きる条件を整える必要がある。そ

の際タービン翼は高温で高速回転

を要求されるため、耐熱性に優れ

たタービン翼材の開発が天然ガス

などの燃焼ガス温度を上昇させる

鍵となっている。このように環境

に配慮したエネルギーシステムが

成立するには、それを支える材料

技術の裏づけが必要であり、その

ための機械的、熱的、化学的、ま

たは電気的な特性を持った材料群

がシステム要素型の環境材料である。

最近特に注目されている燃料電

池の開発においても、セパレータ
材料や固体電解質材料などが燃料

電池をシステムとして組み上げる
上での鍵となっている。例えば固
体電解質はドメインと呼ばれる微

細領域から構成されているが、ド

メインが均一に分散するとイオン

の透過能が上がり電気的性能も大

きく向上する（図表４）。このよ

うに材料のナノ構造を制御するこ
とが、エネルギーの発生や転換の
無駄をなくし、システム要素型材
料の高性能化を図る上で不可欠の
要素である。
燃料電池にも用いられる水素は
21世紀の鍵となる二次エネルギー
であるとされているが、精製、輸送
や貯蔵、さらにはエネルギー変換
に用いる材料が必要となる。たと
えば図表５は、水素を透過させ純

化する金属製水素分離膜である。

これは膜表面で水素を原子に解離

し、この原子状態の水素のみを透

過するものであり、不純物や触媒

毒を除去することで、水素エネル

ギーシステムを有効に働かせるこ

とができる。金属製水素分離膜と

しては現在白金族のパラジウムが

主流であるが、石油燃焼灰からの

回収が可能なバナジウムで優れた

特性を出す試みが行われている。

システム要素型のエコマテリア

ルとしては、これら以外にも、効

率的なエネルギー輸送に大きく貢

献しうる超伝導材料や、低品位の

廃熱からもエネルギーを取り出す

ための熱電材料、さらには、ごみ

図表４　ナノ構造固体電解質

図表５　金属製水素分離膜の原理図
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発電などに必要な耐熱・耐磨耗・
耐食材料なども含まれる。

２‐５

常生活を広く支える
―低負荷循環型―

上記二つのタイプのエコマテリ

アルが、材料の持つ機能や特性で

能動的な環境システムの用途に用

いられるのに対して、低負荷循環

型材料が使用される用途はビルデ

ィングや家電製品など日常の我々

の生活を支えているもの全てであ

る。いかに材料を選び使うかとい

う中に環境を意識した選択があ

り、その選択に適合できる材料群

である。

低環境負荷とは、製品や素材な

どに対してその資源の採取から使

用後の廃棄・処理にいたるライフ

サイクル全体で環境負荷が低いこ

とを意味している。その評価手法

がLCA（環境ライフサイクルア

セスメント）である。

ライフサイクルの環境負荷BL
は製造時の環境負荷BP、使用時の

環境負荷BU、材料のエンド・オ

ブ・ライフにおける廃棄物処理等

による環境負荷BE，およびリサ

イクルによる負荷の控除BRから

成っている5）。すなわち、

BL＝BP＋BU＋BE－BR
……盪

使用段階での材料の性能をPと

して、先述の盧式と組み合わせる

ことにより、環境効率（EE）の

中身を表す次式蘯が得られる。

EE＝P／（BP＋BU＋BE－BR）
……蘯

蘯式により、環境負荷のどの部

分が寄与しているかでエコマテリ

アルを特徴づけることができる。

前章では、環境に対する作用の

仕方によってエコマテリアルを３

つに分類したが、ここでは環境負

荷の中身によってエコマテリアル

を特徴づける。

①有害物質フリー材料（＝BE
を小さくした材料）
②高物質効率材料（＝Pを大き
くした、またはBUを小さく
した材料）
③低環境負荷履歴材料（＝BP
を小さくした材料）
④リサイクラブル材料（＝BR
を大きくした材料）

以下、順に材料開発の現状とポ

イントを述べる。

３‐１

有害物質フリー材料

接合性、フィルムとしての性能、

電気特性など特殊な機能を期待さ

れて、広く生活の中に拡散して入

り込んでいる材料群がある。それ

らにおいては、その性能を安価に

実現するために廃棄時などに有害

となる物質を含んでいる場合も多

い。このような物質を安全なもの

に代替しつつ目的機能を実現して

いく材料の開発が求められてい

る。鉛フリーはんだや、水銀ゼロ

の乾電池などがこれに該当する。

さらには、ダイオキシンや環境ホ

ルモンによる汚染のおそれのない

材料の開発へと進んでいくものと

期待される。この際、直接有害な

物質を含まないのみでなく、廃棄

処理の段階で有害な物質に転化す

る可能性のある物質を使用せず、

そのような物質に依存していた機

能を他の物質や構造で置き換える

ことが必要である。鉛については、

はんだだけでなく、めっきや、潤

滑性をだす添加物、切削性を増す

添加物として金属材料に用いられ

ており、これらの性能を保持しな

がら鉛を含まない各種の鉛フリー

材料が開発されている。

カドミウムや水銀などは現時点

では多くが管理可能な部分へと使

用領域が限られている。クロムめ

っきは高機能であり現在多用され

ているが、これもクロムフリーめ

っきの技術が開発されている。

携帯電話やCD-ROMドライブ

などに広く使用されているガリウ

ム砒素発光素子も、環境中に広く

拡散している材料の典型である。

他を持ってどうしても代え難い性

能を持つ材料の場合、徹底した製

品の管理が必要となるが、用途か

ら言ってガリウム砒素の場合、そ

れは不可能である。有害物質を用
いずに高性能な材料の開発を目指
す、それがエコマテリアルの方向
性である。

３‐２

高物質効率材料

エネルギーの伝達や転換・輸送

などにかかわる材料、すなわち自

動車のトランスミッションや軽量

化ボディなどがこの仲間に入る。

これらの材料の場合、材料自体の

製造に関わる環境負荷よりも、そ

の使用時のエネルギーフローなど

にかかわる環境負荷の方がはるか

に大きい。その場合、材料自体の

環境負荷が小さいことも重要であ

るが、目的とする役割をいかに効

率よく実現するかが重要となり、

目的とするサービスのために有効

に機能を発揮することのできる材

料の開発が重要である。特に素材

の場合、使用段階での環境負荷が

往々に無視されがちであるが、

LCAで見ると自動車などのケース

3．LCA的に優れた材料とは
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では使用時の環境負荷が製造時の
10倍以上になっている。軽量化や
耐熱性の増加による高温高効率動
作、摩擦等によるエネルギー伝達
損失の軽減など、エネルギーの伝
達や発生をより効率的にすすめて
いくことのできるような材料の選
択がポイントとなる。これらにつ
いては、以前からも省エネルギー

等の視点での材料開発の努力が行

われており、それらを環境負荷低

減の視点からも積極的に取り入れ

ていくことが重要になる。

３‐３

低環境負荷履歴材料

低環境負荷履歴材料は資源採掘

から素材製造までの環境負荷の小

さい材料である。原料となる資源

が鉱石や化石燃料のように枯渇性

のものでなく、再生性の資源であ

る木質を利用した材料はこの意味

でエコマテリアルである。石油を

原料とせずバイオマスから合成さ

れる植物性プラスチックもこの仲

間に含まれる。また、人類の活動

から産出される副産物を原料とす

る材料も資源確保に負荷を与え

ず、かつ廃棄物処理の負荷も軽減

して得られる、低環境負荷履歴の

材料である。焼却灰や汚泥などの

人工資源である産業廃棄物を利用

したエコセメントはその典型例で

ある。また、スチールにポリマー

コートすることで、製缶の加工段

階での潤滑剤をなくし、廃液をゼ

ロにして製造プロセスの環境負荷

を大幅に下げたスチール製TULC

缶なども成功の典型例といえる。

製造時の環境負荷を小さくするこ
とは、単なる省プロセスや省エネ
ルギーではない。これからは低品
位原料や回生原料などに対応しつ
つ環境負荷を低減させていくこと
のできる新しいプロセス技術が求
められている。

３‐４

リサイクラブル材料

リサイクルへの取り組みは、

2000年の循環型経済社会基本法の

制定を契機に急速に前進している。

リサイクル性の問題は、社会シ

ステムの問題、リサイクルのプロ

セス技術の問題、さらには製品設

計の問題としてとらえられがちで

あるが、第４の問題として材料自

体の問題がある。すなわち、材料

は単一のものではなく、微妙な組

成の違いや表面処理などの複合処

理がなされており、それらが再生

時に品質低下をもたらす。

芝浦工業大学の武田邦彦教授は

その著作6）の中で、リサイクル過

程で混入する不純物の問題と材質

の劣化の問題、リサイクルコスト

の評価のあり方について、現行で

は多くの場合リサイクルすればす

るほど環境負荷が大きくなると指

摘している。これは正しい指摘で

あるが、物質的に閉鎖系である地
球においては、将来的には循環型
社会を構築しなくてはならず、そ
れに対する準備を開始する必要が
ある。
現状では図表６に示すように、

枯渇性資源である多くの金属のリ
サイクル率は決して高いとはいえ
ず、材料技術としてもリサイクル
性を高めるために前向きに取り組
む必要がある。そのために以下の
アプローチがある。

秬リサイクル工程を阻害する物
質を含まない材料設計
秡それでも混入する人工不純物
に鈍感な材料体系
秣識別や分解などリサイクルプ
ロセスを意識した機能の内包

消費量 排出量 リサイクル率
（トン） （トン） （％）

銅 350万 59.8万 66

ア　ル　ミ 230万 166.2万 54

亜　　　鉛 100万 36.4万 20

鉛 30万 27.7万 66

カドミウム 2,000 1,080 28

通産省「非鉄金属素材における循環型経済システムのあり
方」に関する調査報告1999

図表６　我が国の主な非鉄金属におけるリ
サイクル率

図表７　易解体性接合技術の概念図

東京大学先端科学技術研究センター微小製造科学分野のホームページ
資料9）より作成

Science & Technology Trends   October 2002
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秬を達成するためには、添加元

素に頼らず単純な組成で組織制御

による高性能化が試みられてお

り、リサイクラブル材料設計と呼

ばれている。成功例は自動車用薄

鋼板である。これは軽量・高強度

とともにリサイクル性も追求し、

熱処理で強度を出すことで添加元

素量を低減させた。このような取

り組みは鉄鋼の分野では今や材料

設計の大前提となっており、「強

度２倍・寿命２倍」の鉄鋼材料の

開発を目指している「超鉄鋼プロ

ジェクト」7）でもリサイクラブル

の観点が基本に置かれている。

秡については、スクラップ鉄中

の銅のように電線などの混在物か

ら入る場合、さらには錫のように

表面処理層から混入する場合など

がある。不純物を積極的に活用す

る方法が試みられ、銅によって鉄

の微細組織を制御して、強度・延

性を改善する最新の研究例がある8）。

秣は有用成分の回収と部品の再

利用を容易に行うために必要な、

接合の新しい方向性である。一例

として図表７に易解体性接合技術

の概念を示すが、分離の手法とし

ては水素の吸収による体積膨張を

利用した方法が提案されている9）。

特にこれからのリサイクルで注

意しなければならないことは、こ

れまでのリサイクルの多くが、自

家発生スクラップや加工スクラッ

プ等の由来のわかったスクラップ

を対象としてきていたということ

である。様々な形態や混入物、複

合物を含む使用済み素材のリサイ

クルはようやく端につこうとして

いる段階であり、ここに材料技術

の課題がある。

平成13年に閣議決定した「科
学技術基本計画」では戦略的に投
資を行い研究開発の推進を図るべ
き科学技術の重点４分野として
「ライフサイエンス」「情報通信」
「環境」「ナノテクノロジー・材料」
を挙げている。また、総合科学技
術会議が今年６月に取りまとめた
「平成15年度の科学技術に関する
予算、人材等の資源配分の方針」
においても、上記４分野の「ナノ
テクノロジー・材料」の中で「環
境保全・エネルギー利用高度化材
料」が明確に示されている。エコ
マテリアルは環境と材料にまたが

り、両者を結ぶ重要なコンセプト

と位置づけることができよう。

我が国の学協会における取り組

みとしては図表８に示すような研

究会や分科会が設立されている。

他にも化学工学会、日本化学会な

どの化学系の学協会で、プロセス

という観点から環境をキーワード

とした活発な学会活動が行われて

おり、その会報には環境と材料プ

ロセスを中心とした特集が毎号の

ように組まれている。

国際会議も数多く開催されてい

る。冒頭述べたようにエコマテリ

アルは日本発のコンセプトである

ため、国際会議においては日本が

中心的役割を果たしている。代表

的なものを図表９にまとめる。そ

れらの会議では、「LCAをはじめ

とした様々なツールやゼロエミッ

ション、リサイクルの推進、有害

物質の制限などの個々のアプロー

チはほぼ出尽くしたが、それらが

全体として社会を動かしていくた

めに何が必要か？」という問題意

識が強く見られるようになってき

ている4）。

研究を推進する母体について

は、今年４月に独立行政法人物
質・材料研究機構にエコマテリア
ル研究センターが設立された。環

境循環材料、エコデバイス、環境
エネルギー材料、環境浄化材料の
4つの研究グループから成ってお
り、パーマネントの研究員23名

をはじめとする総勢65名で構成

されている。エコマテリアルと名

のつく研究組織はこれまでにも、

例えば産業技術総合研究所のエコ

マテリアルグループのように、研

究室規模あるいは研究部規模では

見られた。しかしエコマテリアル

研究センターは、図表２に示した

エコマテリアルの領域を網羅し

（環境循環材料は低負荷循環型、

環境エネルギー材料はシステム要

素型、環境浄化材料は機能対応型

に対応している）、さらに環境に

調和したデバイス化技術の確立を

目指したエコデバイスグループを

擁し、材料のエコマテリアル化に

向けて総合的な取り組みを行う母

体を目指している10）。

4．政策的・組織的な取り組み

未踏科学技術協会 エコマテリアル研究会（1993年設立）

高分子学会 エコマテリアル研究会（1992年設立）

日本金属学会 エコマテリアル分科会（2000年設立）

図表８　エコマテリアルに関する学協会の研究
会・分科会 エコマテリアル国際会議 1993年から隔年開催、昨年第５回

エコバランス国際会議 1994年から隔年開催、今年第５回

エコデザイン国際会議 1999年から隔年開催、昨年第２回

図表９　エコマテリアルに関わる代表的な国際会議



エコマテリアルの動向　―地球環境問題への材料学のアプローチ―

35Science & Technology Trends   October 2002

特集3

1991年にエコマテリアルのコン

セプトが世界に先駆けて発信され

て以来、振興調整費を中心として

継続的にエコマテリアルに関連す

るプロジェクト研究が行われてき

た。その結果と、地球環境問題へ

の関心の高まりの影響も受けて、

エコマテリアルという言葉は企業

の製品の宣伝の中で使われたり、

製造現場でも使われている。また、

大学の学科名にも使われており、

着実に社会に浸透しつつある。材
料研究者および技術者に、実用材
料を設計するにあたり、従来の高
性能化、高機能化という材料特性
の向上に加えて、環境調和性も考
慮すべきであるというコンセプト
を普及させた点で、これまでの歩
みには大きな意義がある。

エコマテリアル研究の重要なア

ウトプットの一つが M L C A
（Materials LCA）の提案である。
以 前 は 製 品 に 関 す る L C A

（PLCA＝Products LCA）しか行

われていなかった。製品における

PLCAにおいて、材料に関する事

項は、「ある部品の環境負荷が大

きいので、それを小さくすること

が有効である」というレベルであ

った。MLCAの進展により、材料
の環境負荷、すなわち材料のエコ
マテリアル度指標が徐々に確立さ
れつつある。それにより、PLCA
への貴重なデータベースを与える
ばかりでなく、物質収支のデータ
と結びつくことによって、物質の
流れ・循環をマクロにもミクロに
も捉えることが可能となった。
もう一つの重要な成果はリサイ
クラブル材料設計の提示である。

添加元素による材質の制御でな

く、単純組成で、微細組織制御に

よって高性能化を果たすという資

源循環性の観点は、エコマテリア

ルの初期の議論から生まれてきた

ものであり、それは超鉄鋼プロジ

ェクトの骨格を成し、その後の材

料系研究プロジェクトに大きな指

針を与えたといえる。

エコマテリアル研究は始まって

日が浅いため、研究開始以降にプ

ロジェクトから直接実用化された

「エコマテリアル」は未だない。

しかし、超鉄鋼材料をはじめとす

る構造材料では実用まであとわず

かというレベルにまで達してきて

いる。また、天然素材をベースと

したウッドセラミックなどは、プ
ロジェクトの影響を強く受けて生
まれた製品といえる。

環境問題の基本に大量の物質消
費・物質廃棄があることを考える
と、エコマテリアルを開発してい
く基本は「資源生産性の向上」で
あるといえる。資源生産性とは、
資本生産性や労働生産性などの経

済用語と類似しているが、地球環

境問題を考慮して使用される用語

であり、さまざまな資源やエネル

ギーの総投入に対してそれが生み

出すことのできる製品やシステム

のパフォーマンスの効率を意味す

る。資源生産性の重要さを判りや

すく指摘したのは、ドイツのワイ

ゼッカーであり「半分の物質消費

で二倍の豊かさ」としてサービス

当たりの物質利用を1/4にする

「ファクター４」を唱えた11）。さ

らに、ブッパタール研究所のシュ

ミットブリークは先進国では物質

の使用量を現在の1/10に削減し

なければならないとして「ファク

ター10」を提唱している12）。その

根拠を彼らはこう説明している

（図表10）。現在先進国の人口は地

球全体60億の20%で、資源量の

80%を使用している。今後途上国

の資源使用量が３倍弱程度は増加

することを見越した場合、人類全

体が100年後、200年後にも生産

活動を行って持続していくために

は、50年後に天然資源の使用量を

現在の50%に減らすペース（図の

太線）に乗せる必要があり、その

ためには先進国は現在の資源使用

量の10分の１でやっていかなく

てはならない（図の細線）。

この資源生産性を測るパラメー

タとして地球環境からどのくらい

の総資源が投入されているかとい

うTMR（Total Material Require-

5．エコマテリアル研究が生み出したもの

6．今後のキーワード：資源生産性向上

図表10 何故ファクター10か？
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ment：関与物質総量）という量

がある。図表11は世界の年間金

属使用にかかわるTMRをグラフ

にしたものである。比較のために

左から3番目の棒グラフは霞ヶ浦

の水の総量であり、金の採掘のた

めに毎年霞ヶ浦を５つ埋める分量

の土壌を掘り起こし、同量の残土

を生み出して環境に負荷を与えて

いることになる。鉄は同様に霞ヶ

浦 3 個分となる。このような

TMRを低減させていくために、

地球環境への負担を低減できる循

環型の材料の開発を進めていくこ

とは勿論のこと、少ない資源消費

量およびTMRでパフォーマンス

が高い材料、すなわち資源生産性

の高い材料の開発が必要である。

さらに、図表11に、日本にお

けるこれからの材料ニーズを付け

足してみた（色が薄いコラム）。

今注目されている燃料電池に用い

られる触媒の素材、これらは使用

量は微量でも単位あたりの生産に

は多量の資源が投入されている。

将来、わが国の自動車生産がすべ

て素材技術はそのままで燃料電池

に置き換えられるとすると、図の

Pt-RuおよびAuの塗りつぶした

分のTMRを増加させ、それは世

界中の鉄の使用に誘発される

TMRと同等になる。また廃熱利

用などで期待されている熱電材料

（Bi-Te）も日本の発電の5%に見

合う利用で年間に霞ヶ浦1.5個分

の資源消費を誘発してしまう計算

になる。既に、物質利用が飽和状

態にあり、循環型社会への移行で

それを削減しようとしているわが

国でさえこれらの値である。これ

から、アジア、アフリカの多くの
国の人々がより豊かな生活を目指
して、自動車に、半導体に、エネ
ルギー需要に、膨大なニーズを形
成していく。それに対して構造用
素材も機能性素材も現在と同レベ
ルの資源生産性ではとうてい応え
ていくことはできないであろう。
発展途上国の爆発的な物質需要、
エネルギー需要の増大にも対応で
きるように、資源生産性を画期的
に高める必要性がある。

ストックホルムで行われた国連

人間環境会議から20年経過して

1992年にリオデジャネイロで行わ

れた国連環境開発会議では、地球

環境を救うための行動計画アジェ

ンダ21が策定された。しかし昨

年末にまとめられた報告書「アジ

ェンダ21の実施」では「リオで

決めた目標の達成は予想以上に遅

く、いくつかの分野では10年前

より悪化している」と指摘されて

いる。

それを受けて今年ヨハネスブル
グで行われた環境開発サミットの
実施文書では、貧困撲滅のための
提言とともに、「クリーンで効率
的なエネルギー技術の使用」「産
業廃棄物の発生を防ぎ、リサイク
ルや環境に優しい代替物質の活

用」「有害化学物質の抑制と生産
方法見直し」「天然資源の減少防
止」などが明確に述べられている。
これらは、環境に調和し持続型社
会を達成するためのエコマテリア
ルが目指す視点そのものである。
材料技術が確立され、実用化さ
れるまでに長時間を要することを
鑑みると、国家的な取り組みがさ
らに強化されるべきである。幸い
エコマテリアルの分野では、今現

在でも我が国が世界をリードして

いる状況にある。また、中国を始

めとする世界の発展途上国へのエ

コマテリアル展開は、地球環境問

題の解決に向けて喫緊の課題であ

ると同時に、経済効果も大きなも

のと期待される。

エコマテリアルの研究領域は広

範にわたり、かつ学際的であるた

め、多くの研究者や開発者がネッ

トワークを形成する必要がある。

ハブ機関を中心としてオールジャ
パンの連携による研究の推進が継
続的に行われることが期待される。
エコマテリアル度の指針を与え

るMLCAによって個々の材料に

対する環境効率を求めることはで

きる。しかし個々の材料に対する

環境効率の総和が、システム全体

としての環境効率を表し、それを

最高にするかどうかは別問題であ

る。全体の効率を正しく判断する
ためには、分野間の連携を密にし
て研究を進めることは勿論である
が、さらに社会との接点を常に持
ち続けることが最も重要であろう。
材料と社会の関わりをいかに形

7．おわりに

図表 11 世界の年間金属需要量に対する関与物質総領
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作るかは、材料に携わる研究者、

科学技術政策関係者が常日頃心が

けるべき重要な点であるが、解を

見つけるのはなかなか困難な問題

である。しかし、環境と社会とな

ると、その関わりは急に身近で現

実的なものとなってくる。第４章

で、エコマテリアルは環境と材料

を結ぶ重要なコンセプトであると

述べたが、さらに社会と材料を結

ぶ重要なコンセプトでもあると言

えよう。エコマテリアルの視点は、

環境を通して材料と社会の接点を

鮮明化させる鍵を握っている。
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